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都道府県医師会

担当理事殿

「精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について」

の一部改正等について

今般、標記の改正について、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長より、各都

道府県知事等宛に通知が発出され、本会に対しても周知方依頼がありました。

本件は、精神保健指定医の新規指定に係る事務の適切な実施の観点から新たに制定

された、「精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について」(平成30

年12月6日障発1206第3号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知(平成30

年12月14日付健Ⅱ182号にて貴会宛送付))が、別添の新旧対照表のとおり一部改正

され、令和元年7月1日以後の申請について適用とするものです。

また、「精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮について」にっいて

も、別添のとおり一部改正がなされましたので併せてご連絡いたします。

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管下郡市

区医師会及び関係医療機関への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。

(健Ⅱ35)

令和元年6月12日

日本医師会常任理事

江澤和彦
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令手口

「精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定にっい

て」の一部改正について

務

元年

日頃より、精神保健福祉行政の推進に御尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。

今般、「精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定にっいて」

(平成 30年障発 1206第3号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知)

を別添のとおり一部改正し、都道府県知事及び指定都市の長宛てに通知いたし

ましたのでお知らせいたします。

貴団体におかれましては、傘下の関係機関に対し、周知方よろしくお願いい

たします。

御中

連

5月

絡

28日

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部精神・障害保健課



  

障 発 0 5 2 8 第 ５ 号 

令和元年５月 28 日 

 

 

各都道府県知事・指定都市の長 殿 

 

 

                             厚 生 労 働 省  

社会・援護局障害保健福祉部長  

（ 公 印 省 略 ）     

 

 

「精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について」

の一部改正について 

 

 

 「精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について」（平成 30

年障発 1206 第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を別添のとお

り一部改正し、令和元年７月１日以後の申請について適用することとしたので、

適切な運用に努められるとともに、精神保健指定医等関係者に対しても周知徹底

方お取り計らい願いたい。 

 なお、改正後の同通知の全文を参考までに添付する。 
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（別添） 
○ 精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について（平成 30 年障発 1206 第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 
【新旧対照表】 

（波線部が変更部分） 
改  正  後 改  正  前 

障発1206第３号 
平成30年12月６日 

一部改正 障発0528第５号 
令和元年５月28日 

 
 

 
 各都道府県知事・指定都市の長 殿 
 

 
 

厚 生 労 働 省 
社会・援護局障害保健福祉部長 

（ 公 印 省 略 ）   
 
 

精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について 
 
（略） 
 
別紙 
 

精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領 
 
１ （略） 
２ 指定医の指定申請時に提出するケースレポートについて 
（１）法第18条第１項第３号及び同号に基づく厚生省告示(昭和63年４月

厚生省告示第124号。以下「精神科実務経験告示」という。) に規定
する「診断又は治療に従事した経験」については、原則として、指
定医の指定申請時に提出する上記経験を有することを証する書面（
以下「ケースレポート」という。）及び口頭試問により、指定医と
して必要とされる法的、医学的知識及び技能を有しているかについ
て確認するものとする。ケースレポートについては、(2)に定める事
項に従い記載し、申請書に添付して、申請するものとする。 
（略） 

障発1206第３号 
平成30年12月６日 

 
 
 
 
 
 各都道府県知事・指定都市の長 殿 
 
 
 

厚 生 労 働 省 
社会・援護局障害保健福祉部長 
 （ 公 印 省 略 ）   

 
 

精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について 
 
（略） 
 
別紙 
 

精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領 
 
１ （略） 
２ 指定医の指定申請時に提出するケースレポートについて 
（１）法第18条第１項第３号及び同号に基づく厚生省告示(昭和63年４月

厚生省告示第124号。以下「精神科実務経験告示」という。) に規定
する「診断又は治療に従事した経験」については、指定医の指定申
請時に提出する上記経験を有することを証する書面（以下「ケース
レポート」という。）及び口頭試問により、指定医として必要とさ
れる法的、医学的知識及び技能を有しているかについて確認するも
のとする。ケースレポートについては、(2)に定める事項に従い記載
し、申請書に添付して、申請するものとする。 
（略） 
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（２）ケースレポートの対象となる症例については、以下によるものと
する。 

  ア 精神科実務経験告示に定める５例以上の症例については、精神
病床を有する医療機関において常時勤務（１(3)ア及びイに該当す
るものをいう。）し、３の指導医の指導のもとに自ら担当として
診断又は治療等に十分な関わりを持った症例について報告するも
のであり、入院中においては、少なくとも１週間に４日以上、当
該患者について診療に従事したものでなければならない。 

   注 （略） 
  イ・ウ （略） 

エ ケースレポートの対象となる症例は、措置入院者に係るもの又
は医療保護入院者に係るものに限る。また、措置入院者に係る症
例及び医療保護入院者に係る症例を必ず各１例以上含まなければ
ならない。ただし、措置入院者に係る症例を必須とするのは令和
４年７月１日申請分以降とし、同年６月30日以前の申請について
は当該症例を含むことが望ましいものとする。 

オ 医療保護入院者に係る症例については、入院時から担当した症
例を必ず１例以上含めることとし、当該症例については、入院時
の指定医診察に立ち会うことが必要である。ただし、当該症例を
必須とするのは令和４年７月１日申請分以降とし、同年６月30日
以前の申請については当該症例を含むことが望ましいものとする
。 

カ～ケ （略） 
コ 提出するケースレポートのうち１例以上は、申請前１年以内に
診療を開始した症例とする。ただし、当該症例を必須とするのは
令和４年７月１日申請分以降とし、同年６月30日以前の申請につ
いては当該症例を含むことが望ましいものとする。 

 注１・注２ （略） 
サ 提出するケースレポートのうち２例以上は、申請日の１年前の
日より前に診療を開始した症例とする。ただし、当該症例を必須
とするのは令和４年７月１日申請分以降とし、同年６月30日以前
の申請については当該症例を２例以上含むことが望ましいものと
する。 

シ～ソ （略） 
３ 指導医について 
（１）指導医は次のア及びイの要件を満たす指定医とする。ただし、ア

については、申請者が令和７年７月以降に担当を開始した症例の指
導医に限るものとする。 

  ア・イ （略） 
（２）（略） 

（２）ケースレポートの対象となる症例については、以下によるものと
する。 

  ア 精神科実務経験告示に定める５例以上の症例については、精神
病床を有する医療機関において常時勤務（１(3)ア及びイに該当す
るものをいう。）し、３の指導医の指導のもとに自ら担当として
診断又は治療等に十分な関わりを持った症例について報告するも
のであり、少なくとも１週間に４日以上、当該患者について診療
に従事したものでなければならない。 

   注 （略） 
  イ・ウ （略） 

エ ケースレポートの対象となる症例は、措置入院者に係るもの又
は医療保護入院者に係るものに限る。また、措置入院者に係る症
例及び医療保護入院者に係る症例を必ず各１例以上含まなければ
ならない。ただし、措置入院者に係る症例を必須とするのは平成3
4（2022）年７月１日申請分以降とし、同年６月30日以前の申請に
ついては当該症例を含むことが望ましいものとする。 

オ 医療保護入院者に係る症例については、入院時から担当した症
例を必ず１例以上含めることとし、当該症例については、入院時
の指定医診察に立ち会うことが必要である。ただし、当該症例を
必須とするのは平成34（2022）年７月１日申請分以降とし、同年
６月30日以前の申請については当該症例を含むことが望ましいも
のとする。 

カ～ケ （略） 
コ 提出するケースレポートのうち１例以上は、申請前１年以内に
診療を開始した症例とする。ただし、当該症例を必須とするのは
平成34（2022）年７月１日申請分以降とし、同年６月30日以前の
申請については当該症例を含むことが望ましいものとする。 

 注１・注２ （略） 
サ 提出するケースレポートのうち２例以上は、申請日の１年前の
日より前に診療を開始した症例とする。ただし、当該症例を必須
とするのは平成34（2022）年７月１日申請分以降とし、同年６月3
0日以前の申請については当該症例を２例以上含むことが望ましい
ものとする。 

シ～ソ （略） 
３ 指導医について 
（１）指導医は次のア及びイの要件を満たす指定医とする。ただし、ア

については、申請者が平成32（2020）年７月以降から担当を開始し
た症例の指導医に限るものとする。 

  ア・イ （略） 
（２）（略） 
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（３）その他 
  ア （略） 
  イ その場合、原則として、別添様式３－１中⑦のケースレポート

の対象とする期間中の最後に指導した指導医が当該ケースレポー
トの内容について確認を行い、指導の証明を行うこと。 

    なお、証明を行う指導医は、申請者が、指導医の指導のもとに
自ら担当として診断又は治療等に十分な関わりを持っているか、
医療保護入院の入院時の指定医診察に立ち会っているかについて
、他の指導医が指導した期間についても当該指導医に連絡する等
により確認を行うこと。 

ウ ２（２）スの退院後の通院治療を行った症例について、入院期
間中の指導医と通院治療時の指導医が異なる場合には、入院期間
中の最後に指導した指導医と通院治療時に指導した指導医がそれ
ぞれ指導の証明を行うこと。 

４ 口頭試問の実施について 
ケースレポートの書面審査の後、原則として、法第18条第１項第３号

及び精神科実務経験告示に規定する「診断又は治療に従事した経験」並
びに法第19条の４に規定する職務を行うのに必要な知識及び技能を有し
ているかについて、口頭試問で確認するものとする。 
なお、口頭試問の実施についての詳細は別途通知する。 

５ （略） 
６ 指定医の指定に係るその他の事項について 
（１）指定医の指定申請を行おうとする者は、別添様式１－１に定める

精神保健指定医指定申請書に、以下の書類等を添付して、住所地の
都道府県知事又は指定都市の長に提出するものとする。 

  ① 履歴書（申請前６ヶ月以内に上半身脱帽で撮影された、縦40ミ
リメートル、横30ミリメートル以上の大きさの写真を貼付するこ
と。なお、写真の裏面に撮影年月日及び氏名を記載しておくこと
。） 

  ②～⑧ （略） 
⑨ 写真（大きさは縦50ミリメートル、横40ミリメートルとし、申
請前６ヶ月以内に上半身脱帽で撮影されたもの。なお、裏面に撮
影年月日及び氏名を記載し、①の履歴書に添付する写真とは別に
提出すること。） 

⑩～⑫ （略） 
（２）～（４） （略） 
（５）精神保健指定医指定申請書に記載された個人情報については、精

神保健指定医の指定や、法施行規則第４条の12第１項に規定された
指定後の研修の通知など、精神保健指定医制度の運用のためのみに
利用する。 

（３）その他 
  ア （略） 
  イ その場合、原則として、別添様式３－１中⑦のケースレポート

の対象とする期間中の最後に指導した指導医が当該ケースレポー
トの内容について確認を行い、指導の証明を行うこと。 
なお、証明を行う指導医は他の指導医が指導した期間について

も当該指導医に連絡するなどして、指導医の指導のもとに自ら担
当として診断又は治療等に十分な関わりを持っているか、医療保
護入院の入院時の指定医診察に立ち会っているかを確認するよう
努めること。 

（新設） 
 
 

 
４ 口頭試問の実施について 
ケースレポートの書面審査の後、法第18条第１項第３号及び精神科実

務経験告示に規定する「診断又は治療に従事した経験」並びに法第19条
の４に規定する職務を行うのに必要な知識及び技能を有しているかにつ
いて、口頭試問を行うものとする。 
 
５ （略） 
６ 指定医の指定に係るその他の事項について 
（１）指定医の指定申請を行おうとする者は、別添様式１－１に定める

精神保健指定医指定申請書に、以下の書類等を添付して、住所地の
都道府県知事又は指定都市の長に提出するものとする。 

  ① 履歴書 
   

 
 
②～⑧ （略） 
⑨ 写真（縦50ミリメートル、横40ミリメートルとし、申請前6ヶ月
以内に上半身脱帽で撮影されたもの。なお、裏面に撮影年月日及
び氏名を記載しておくこと。） 

 
⑩～⑫ （略） 

（２）～（４） （略） 
（５）精神保健指定医指定申請書に記載された個人情報については、精

神保健指定医の指定や、法施行規則第４条の12第１項に規定された
指定後の研修の通知など、精神保健指定医制度の運用のためのみに
利用されること。 
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７ 研修について 
 法第18条第１項第４号及び第19条第１項に規定する研修については、
厚生労働大臣の登録を受けた者が行う。 
８ （略） 
 
別紙１・別紙２ （略） 
 
様式１－１ 

精神保健指定医指定申請書 
（略） 

（略） 

研修の受講    年 月 日 ～   年 月 日 

（略） 

（略） 
 
様式１－２ 

精神保健指定医指定申請書（失効後一年未満） 
（略） 

（略） 

失効前の 
指定医番号 
及び有効期限 

番 号 
 

 

有効 

期限 
  年 月 日 

研修の受講   年 月 日 ～   年 月 日 

（略） 

（略） 
 
様式２－１・様式２－２ （略） 
 
様式３－１ 

申請日    年  月  日 
 

ケースレポート（第 症例） 
 

７ 研修について 
 法第18条第１項第４号及び第19条第１項に規定する研修については、
厚生労働大臣の登録を受けた者が行うこととしていること。 
８ （略） 
 
別紙１・別紙２ （略） 
 
様式１－１ 

精神保健指定医指定申請書 
（略） 

（略） 

研修の受講 平成   年 月 日 ～ 平成  年 月 日 

（略） 

（略） 
 
様式１－２ 

精神保健指定医指定申請書（失効後一年未満） 
（略） 

（略） 

失効前の 
指定医番号 
及び有効期限 

番 号 
 

 

有効 

期限 
平成  年 月 日 

研修の受講 平成  年 月 日 ～ 平成  年 月 日 

（略） 

（略） 
 
様式２－１・様式２－２ （略） 
 
様式３－１ 

申請日    年  月  日 
 

ケースレポート（第 症例） 
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（略） 

⑥当該症例の入院形態に係る入退院年月日（※２） 

   年  月  日～  年  月  日（入院形態：    ） 

年  月  日～  年  月  日（入院形態：    ） 

⑦主治医又は担当医になった期間（※３） 

 年  月  日～  年  月  日 

⑧行動制限の有無（有・無） 

 有の場合の行動制限の種類（電話の制限・面会の制限・隔離・身体
的拘束・任意入院者の開放処遇の制限） 

  

（略） 

⑪指導を行った精神保健指定医（※４） 

（略） 

指導期間：    年  月  日 ～     年  月  日 

 
＜ケースレポートの証明＞ 
（略） 

 
（※退院後の通院治療を行った症例で当該通院期間に係る指導医が入院
期間の指導医と異なる場合、以下に当該通院期間に係る指導医が署名
をすること。） 
このケースレポートは、私が常勤として勤務した上記医療機関にお
いて、上記期間のうち退院後の通院期間中私の指導のもとに申請者
が診断又は治療を行った症例であり、内容についても、私が厳正に
確認したことを証明します。 
所属機関名       所属機関の住所 
指導医署名（自筆署名） 
 

※１・※２ （略） 
※３ 退院後の通院治療を行った症例について提出する場合には、当該通院期間に

ついては入院期間と分けて記載し、後ろに「（通院）」と記載すること。 

（略） 

⑥当該症例の入院形態に係る入退院年月日（※２） 

 平成  年 月 日～平成  年 月 日（入院形態：    ） 

平成  年 月 日～平成  年 月 日（入院形態：    ） 

⑦主治医又は担当医になった期間： 

平成  年 月 日～平成  年 月 日 

⑧行動制限の有無（有・無） 

 有の場合の行動制限の種類（電話の制限・面会の制限・隔離（12 時
間未満）・隔離（12 時間以上）、身体的拘束、任意入院者の開放処
遇の制限） 

（略） 

⑪指導を行った精神保健指定医（※３） 

（略） 

指導期間：平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 
＜ケースレポートの証明＞ 
（略） 

 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１・※２ （略） 
（新設） 
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※４ （略） 
 
【関係法規に定める手続への対応】 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。
以下「法」という。）による各種入院に関し、関係法規に定める手続
への対応を以下に記載すること。途中で入院形態を変更した場合は、
変更前と変更後のいずれの入院形態に係る手続についても記載するこ
と。なお、自由記載を求めている項目については各々100字程度で簡潔
にまとめること。 
法による各種入院又は入院中の者の行動制限が、その必要性等に関

する法令の要件を踏まえて行われたことについては、ケースレポート
本文の記載に基づき評価を行うものとする。 

 
＜措置入院＞ 
（略） 
 
＜医療保護入院＞ 
（略） 

（略） （略） 

３．医療保護入院を行う際の指
定医による診察に、立ち会っ
たか 

（略） 

４. 平成 26 年４月１日以降に
入院した者の場合、法第 33
条第１項又は第３項による医
療保護入院を行うに当たって
、家族等のいずれか又は市区
町村長から同意を得たか 
（法第 33 条第１項・第３項
） 

（略） 

 
（家族等のいずれかから同意を得た場
合、当該家族等の続柄、同意者とし
た経緯及び同意を得た日付） 

（削る） 
 
 

※ （略） 

（略） 

※３ （略） 
 
【関係法規に定める手続への対応】 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。
以下「法」という。）による各種入院に関し、関係法規に定める手続
への対応を以下に記載すること。途中で入院形態を変更した場合は、
変更前と変更後のいずれの入院形態に係る手続についても記載するこ
と。なお、自由記載を求めている項目については各々100字程度として
簡潔にまとめること。 
法による各種入院又は入院中の者の行動制限が、その必要性等に関

する法令の要件を踏まえて行われたことについては、ケースレポート
本文の記載に基づき評価を行うものとする。 

 
＜措置入院＞ 
（略） 
 
＜医療保護入院＞ 
（略） 

（略） （略） 

３．医療保護入院を行う際の指
定医（特定医師）による診察
に、立ち会ったか 

（略） 

４. 平成 26 年４月１日以降に
入院した者の場合、医療保護
入院を行うに当たって、家族
等のいずれか又は市区町村長
から同意を得たか 

（法第 33 条第１項・第３項
） 

（略） 

 
（家族等のいずれかから同意を得た場
合、当該家族等を同意者とした経緯
及び同意を得た日付） 

※ 後見人又は保佐人の存在を把握してい
るが、これらの者を同意者としなかった
場合、その理由を記載すること。 

※ （略） 

（略） 
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４－１．平成 26 年３月 31 日以
前に入院した者の場合、旧法
（※）第 33 条第１項による
医療保護入院を行うに当たっ
て、保護者（市区町村長を含
む。）から同意を得たか 
（旧法第 20 条第２項、第 21
条、第 33 条第１項） 

 ※ 精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律の一部を改正する
法律（平成 25 年法律第 47 号）
による改正前の法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４－２．旧法第 33 条第２項に
よる医療保護入院を行った場
合、扶養義務者による同意を
得たか 
（旧法第 20 条第１項、第 33
条第２項） 

□ 保護者から同意を得た 

  □後見人 □保佐人 □配偶者 

□親権者 □扶養義務者 

□ 保護者（市区町村長）から同意を
得た 

（削る） 

 

（保護者から同意を得た場合、当該保
護者の続柄及び同意を得た日付） 

※ 後見人又は保佐人の存在を把握してい
るが、これらの者から同意を得なかった
場合、その理由を記載すること 

※ 未成年の場合に、父母双方から同意を
得なかった場合、その理由を記載するこ
と 

（市区町村長から同意を得た場合、そ
の理由及び日付） 

 

（削る） 

 

 

 

□ 扶養義務者から同意を得た 

（同意を得た扶養義務者の続柄及び同
意を得た日付） 

※ その後の旧法第 33 条第１項の同意につ
いては４－１に記載すること 

（略） （略） 

４．平成 26 年３月 31 日以前に
入院した者の場合、医療保護
入院を行うに当たって、保護
者（市区町村長を含む。）又
は扶養義務者から同意を得た
か 
（旧法（※）第 21 条、第 33
条第１項・第２項） 

※ 精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律の一部を改正する
法律（平成 25 年法律第 47 号）
による改正前の法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（新設） 

□ 保護者から同意を得た 

  □後見人 □保佐人 □配偶者 

□親権者 □扶養義務者 

□ 保護者（市区町村長）から同意を
得た 

□ 扶養義務者から同意を得た 

 

（保護者から同意を得た場合、その日
付） 

（新設） 
 
 

（新設） 
 
 

（市区町村長から同意を得た場合、そ
の理由及び日付） 

 

（扶養義務者から同意を得た場合、保
護者の選任結果及び保護者による入院
となった日付） 

 

（新設） 

（新設） 
 

（新設） 
 

（略） （略） 
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７．６の告知を延期する（４週
間以内）と判断した場合、必
要事項の診療録への記載が行
われたか 

（法第 33 条の３、精神保健
及び精神障害者福祉に関する
法律施行規則（昭和 25 年厚
生省令第 31 号）第 15 条） 
 

（略） 

（略） （略） 

10．「医療保護入院者退院支援
委員会」が開催されたか 
（法第 33 条の６、精神保健
及び精神障害者福祉に関する
法律施行規則第 15 条の６～
第 15 条の８） 

（略） 

 
【審議結果の通知】 

 □ 審議結果が、患者本人並びに出
席要請を行った家族等及び地域援
助事業者その他の当該精神障害者
の退院後の生活環境に関わる者に
通知された 

（略） （略） 

 
＜緊急措置入院又は応急入院＞ 
（略） 

（略） （略） 

１．緊急措置入院が行われた場
合、その者が精神障害者であ
り、かつ、直ちに入院させな
ければその精神障害のために
自傷又は他害のおそれが著し
いと指定医による診察で認め
られたか 
（法第 29 条の２第１項） 

（略） 

２．緊急措置入院の期間は、72
時間以内であったか 

 （法第 29 条の２第３項） 

（略） 

７．６の告知を延期する（４週
間以内）と判断した場合、必
要事項の診療録への記載が行
われたか 

（法第 33 条の３第２項、精
神保健及び精神障害者福祉に
関する法律施行規則（昭和 25
年厚生省令第 31 号）第 15 条
） 

（略） 

（略） （略） 

10．「医療保護入院者退院支援
委員会」が開催されたか 
（法第 33 条の６、精神保健
及び精神障害者福祉に関する
法律施行規則第 15 条の６～
15 条の８） 

（略） 
 

【審議結果の通知】 

 □ 審議結果が、患者本人及び出席
要請を行った家族等又は地域援助
事業者その他の当該精神障害者の
退院後の生活環境に関わる者に通
知された 

（略） （略） 

 
＜緊急措置入院又は応急入院＞ 
（略） 

（略） （略） 

１．緊急措置入院が行われた場
合、その診察を受けた者が精
神障害者であり、かつ、直ち
に入院させなければその精神
障害のために自傷又は他害お
それが著しいと指定医による
診察で認められたか 
（法第 29 条の２第１項） 

（略） 

２．緊急措置入院の期間は、72
時間以内であったか 

  

（略） 
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３．急速を要し、その家族等の
同意を得ることができない場
合において、応急入院が行わ
れた場合、その者が、精神障
害者であり、かつ、直ちに入
院させなければその者の医療
及び保護を図る上で著しく支
障がある者であって当該精神
障害のために任意入院が行わ
れる状態にないと指定医又は
特定医師による診察で判定さ
れているか 
（法第 33 条の７第１項・第
２項） 

（略） 

４.応急入院の期間は、72 時間
以内（特定医師の診察に基づ
く場合は 12 時間以内）であ
ったか 

 （法第 33 条の７第１項・第
２項） 

（略） 

 
＜任意入院＞ 
（略） 

（略） （略） 

３．任意入院者本人の意思によ
り開放処遇が制限される環境
に入院させた場合、本人の意
思による開放処遇の制限であ
る旨の書面を、本人から得た
か 
（第 130 号告示（※）） 
※ 精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律第 37 条第１項の規
定に基づき厚生労働大臣が定め
る基準（昭和 63 年厚生省告示第
130 号） 

（略） 

（略） （略） 

３．急速を要し、その家族等の
同意を得ることができない場
合において、応急入院が行わ
れた場合、その診察を受けた
者が、精神障害者であり、か
つ、直ちに入院させなければ
その者の医療及び保護を図る
上で著しく支障がある者であ
って当該精神障害のために任
意入院が行われる状態にない
と指定医又は特定医師による
診察で判定されているか 
（法第 33 条の７第１項・第
２項） 

（略） 

４.応急入院が行われた場合、
その入院は 72 時間以内（特
定医師の診察に基づく場合は
12 時間以内）であったか 

  
 

（略） 

 
＜任意入院＞ 
（略） 

（略） （略） 

３．任意入院者本人の意志によ
り開放処遇が制限される環境
に入院させた場合、本人の意
志による開放処遇の制限であ
る旨の書面を、本人から得た
か 
（第 130 号告示（※）） 
※ 精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律第 37 条第１項の規
定に基づき厚生労働大臣が定め
る基準（昭和 63 年厚生省告示第
130 号） 

（略） 

（略） （略） 
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５．任意入院者の退院制限の期
間は、72 時間以内（特定医師
の診察に基づく場合は 12 時
間以内）であったか 

 
（法第 21 条第３項・第４項
） 

（略） 

 
＜行動制限＞ 
（略） 

（略） （略） 

１．電話又は面会に関する制限
の実施時に、当該行動制限の
理由について告知が行われた
か 
（第 130 号告示） 

（略） 

２．隔離、身体的拘束又は任意
入院者の開放処遇の制限の実
施時に、当該行動制限の理由
について、書面による告知が
行われるよう努めたか 
（第 130 号告示等） 

（略） 

（略） （略） 

４．12 時間を超えない隔離を実
施した場合、その判断は、医
師により行われたか。 
（第 130 号告示） 

（略） 

５．任意入院者の退院制限が実
施された場合、その期間は 72
時間以内（特定医師の診察に
基づく場合は 12 時間以内）
であったか 
（法第 21 条第３項・第４項
） 

（略） 

 
＜行動制限＞ 
（略） 

（略） （略） 

１．電話又は面会に関する制限
の実施時に、当該行動制限の
理由について書面による告知
が行われたか 
（第 130 号告示） 

（略） 

２．隔離、身体的拘束又は任意
入院者の開放処遇の制限の実
施時に、当該行動制限の理由
について、書面による告知が
行われるよう努めたか 
（第 130 号告示） 

（略） 

（略） （略） 

４．12 時間未満の隔離を実施し
た場合、その判断は、医師に
より行われたか。 
（第 130 号告示） 

（略） 



11 

 

５．12 時間を超える隔離又は身
体拘束を実施した場合、その
判断は指定医により行われた
か 
（法第 36 条第３項、第 130
号告示、第 129 号告示（※）
） 

 ※ 精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律第 36 条第３項の
規定に基づき厚生労働大臣が定
める行動の制限（昭和 63 年厚
生省告示第 129 号） 

（略） 

（略） （略） 

８．任意入院者の開放処遇の制
限を実施した場合、その判断
は医師により行われたか 
（第 130 号告示） 

（略） 

９．任意入院者の開放処遇の制
限を実施した場合、おおむね
72 時間以内に指定医による診
察が行われたか 
（第 130 号告示） 

（略） 

 
（略） 
 
様式３－２ 

 
 

ケースレポート一覧 
 

申請日        年  月  日 
申請者氏名              
申請者生年月日    年  月  日 
住所地都道府県            

 
（略） 
 
様式４ （略） 

５．12 時間以上の隔離又は身体
拘束を実施した場合、その判
断は指定医により行われたか 

 
（法第 36 条第３項、第 130
号告示、第 129 号告示（※）
） 

 ※ 精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律第 36 条第３項の
規定に基づき厚生労働大臣が定
める行動の制限（昭和 63 年厚
生省告示第 129 号） 

（略） 

（略） （略） 

８．任意入院患者の開放処遇の
制限を実施した場合、その判
断は医師により行われたか 
（第 130 号告示） 

（略） 

９．任意入院患者の開放処遇の
制限を実施した場合、おおむ
ね 72 時間以内に指定医によ
る診察が行われたか 
（第 130 号告示） 

（略） 

 
（略） 
 
様式３－２ 

申請日     年  月  日 
 

ケースレポート一覧 
 
 
 
 
 
 

（略） 
 
様式４ （略） 



12 

 

 



� � � � ����� 	 
��� 
�� ������������ � ����� � 
������� ����������� !"#$%�&'(�)��� �����������������������������* + , - .��/0#123�45678�(��9�:�;�.�<�=������� >?56$%@'ABCDEFGH"IJKLM'N%FOPQ����>?56$%@'ABCDEFGH"IFOPQRST>?56$%@'ABCDEFGH"IJKLMFOPQU9�� ����>� �����V
*+,-./0#123�45678�>?#�456W(X!YZ[T\]X!U^P_Y=F`a]bcQde^fghiHjSklST>?56mn>?�4o78FpqHrs���t�uv�	
'B%Fwxd*+,-yzj%{H>?�4mn|}U9~� �
�*+.��� ���
='����F�PS>?56$%@'AB$%FGH"I'�����'����S\]X!����S��'^�aAeFN%qHf^^�e'hS�����F�{�cH^^�FS>?56$%@EpGoF��Q��!����Ja��P�PePY�e��S�X!R�� 
�� �u�Z¡'CDFOPQ���S¢�£'CDFOPQRS��¤£'¥F`HY���



���

������	
����
���������������������� !"#�$%&' ���()��*�+��,-��#���
./01234�56789:$�!"#��;<=9:$%&' ��>&?2@���	A-BCD.EF�GHIJ@KL���
�./01234�M8�NGO@P�.QRSTQ%7?.UV�WX78��BYZ9:[\��]%[���	A-B�!"#A-B$%&' �.A-^_%��]%%78`.Oab@c.de�>&?2f�!g%hi?&� j�+���;<=9:2@��;[kl7?&�B4m��no�p�fq��rst�9;[kl7?&�B4m�[uv ��w&?xy8���
�./01234Iz�{|Li� jjjj8}7@M~.e@��;./4��M.9:[\��B�.W�I�����b-�Li?&����w&?��.B�%7?xy8/01234�>&?`@]i�u�i�`.%�� Nw@].���>&?�����Iay8���2@��%�~��hi8& j�f���;<=9:.de�>&?2@!"��78�-����b�-��`.%�� jjj�j��;<=9:.de�>&?2@��e��r!g���
�./01234�M8y?&�de[�-��%��]% jjj�j��&'#�r!g$.�-2@��12� �w&?@���
�./01234��rwwv¡¢£e!gM8y8r�>&?x' jjjjjNw@/01234��7?¤�x�i�¥¦§¨©@ª«©�¬.­®2@]i��¯O°� jj±j²�³´�@µ�¶³´�@²�³µ�¶³´�12·¸¹¶³´��5678£e
�de�>&?2@��;<=9:.de��¯O°� �8@���	��º»¼¹@�	½�w&?¾¿B%7?���
������ÀÁ=�5678£e�>&?`@]i��¯O°� jjjÂjMÃ.J[��£e
�de�>&?2@��;<=9:.de��¯O°N& jjjÄjÅÆ<:��Ç��£e
�de2@��;<=9:.de��¯O°N& jjjÈj��BY[ÉÊ��ËYÌÍ�ay?2@Î;Ï
�ÐÑ;Ï.ÒÓSÔÕ.8��@���
�./01234[x�N&£e
�deI



���

������	
��
�����������	������������� �!"#$%!"�&�'��()*	+,-�./�012134�&�'���	
��
�����������	����������56789:;<9=>9=?�@AB�C+,-�./�DEF1��G5HICJ/����GK�L�7	��	�A�M�'��NOP	�������	��	�AQ8�R���KKB������S1�JT85UV WOX8Y9 WZ:?79 :[<	\9=>�@AB�]^_`�&�'�abc%�d��DEF134���	
��
���J/����	�����������5=789:;<9=>9e?�
f?�ghij�klmNUV[OX6nj�klm9:Wo?�HIC�������lmGK�L�P��@AB�C+,-�./�DEF1��G�M�'��pqKF'�rAJ	rAst
�uvB�wx��yzB��Ky{B�|}5HIC~������GK�L�7�
��������rAJKF'��K���8��J$����
��yzF'����M�'��B��	KB��~�������M�'��NWP�A��E>�D�x�F�st|���F'�stB��	KB������S1��������lm��rAJKF'	rA��KF'�����	� ¡yA�1�	�¢��rAJ	rAy£¤�LKB�*5HICst*GK�L�7��eX�	�������	¥�&�'�¦§�¨*y©�'��Hw	� yª«��¬�­L�K�®SF���5\7~������	¯°K��� �M�'��HI����	KB�����±��������lm�A��² Hw	� �M�'����³^yzB�J/´µ�&�'¶
·�5=NOP±�
¸�¹0B��	y�L�7F�e	rºJ	rº	�K�»¼½0KF'+,-�./%�¾¿�µÀ�yÁ21� �M�'ÂlB��	�¢���¨¥�&�'��Ã�iK�=Ä��6ÅHw�0¹Æ*�M�'+/�DEF1�	��¤�Ç�¼�������È�~�������89:;<9=>9e?�A��C+,-�./�DEF1��Gy��B��	�¢��K�¼�C+,-�./G»É�¹0F���C+,-�./G��ÊB�ËÌ5ÍÎÏÐ�Î�Ñ	ÒÓ�ÔJT	+/Ñ	Õ��fÖ%7yË2'�1×¤���C»¼½0KF'+,-�./%�¾¿�µÀ�yÁ21� GK���¼�������¸�pqKF'�0¹Æ*	�¨�¼Ø¨S�	���ÙÚF'+/�DE



���

������	
��	
������������������������� �����!"#$�%�����&�����!"#$����'(�)����������*�+,������--�.��.�/ �01234�%��'(5(#)�����67�89�:;<=9>?@A6BCDEF��GH�IJKL7>?MNO=PN!Q�>?KLRS�@A6TU�!V�)�!W��IJ!"#$��X�YZ��[��I(\�.�]!\#$����'(�)������^���_`D!a��bc����defgh/ijk�$lmn1!�op�����q!���$#�rs!"#$�t�!ul��$n1!op�$%�-4vwkwlmn1!op��x�Dy_fgh/i4z�bc!\#$�x{|{�	
��	
������[�_4w�)������}��	
��	
����(�����~���s!V�)���01�����s!V�)�!W��-��~���s!V���KL01����s!V���������/i:-(�{�(e(#�����~���s!V��������������C�h�����/����+C�h ���/ ���!"#$�lm���:;[�_�-�#)��������01����s!V���!"#$�����deul���������/i:��[����lm��!"#$��������0n�!��� [�_�¡4z������lm�������������C�h�����/����+C�h���/ ���!"#$�lm���:;[�_�-�#)������¢�01������~���6/£701����¤J�# �I�¥¦deul��§¨��!����_��5{�&)%�-4vwkwn1!op����!"#$��lm01����¤�ul©ªde�������-4�Dy_�gh�«¬��5e!§¨���Dy�­�$fgh/i!(�bc!\#$��	
��	
������[�_4w�)����������-��~����¥¦deul��01����!����_��5{�&)%�-4vwkwn1!op����!"#$)�lm~����ul©ªde�������-4�Dy_�gh�«¬��5e!01�����Dy�­�$fgh/i!(�bc!\#$�~��������$�	
��	
������[�_4w�)������X�7�89�:;<=9>?@A6BCDEF��GH�IJKL7>?MNO=PN!Q�>?KLRS�@A6TU�!V�)�!W��IJ



���

������	
��

�������������������
����
�� �!"�#$%&'()�*�+,-./,0
1234563!'75*
34589:9	�;�<=>?������@ABC+,-./,0
123D5EFGH
IJKLMN456389+9O�P
QRS��TUVWX�EF�YZ[$%&����+,-./,0L\]4563�^_�#D�8$`[QRS��TUVWX�EFLab[$%&'()�*�QRXTU���c��*d7e7fgEF�YZ[$%&������+,-./,0
1234563!'7589h9ij45+,-./,0
klB&�m��QRXBU���EFLab[$%&3458$`[�fg%&Lno345
�pqrUT�BsQRt�u3[��Uv� wxs�X
QR�����fg%&Lyz63!{�[�*
34589�B9fg%&L|W})$~��zL�D����VWE����F�YZ'7D�GH!(53^_�#5�����QRXBUL��45��fgGHL��*
34589999��9�zL�D���������������������������L"k���
����45����]�U��� ¡¢£�
�45����¤[�������¥X¥~����¦G
§¨F©�3[�E����F�YZ'7D�GH3[���63!'75GH�B���m�U��Lª«34589¬9ij45+,-./,0
kl�&�m��QRs
BUX
sVW9X�EFLab[$%&3458$`[�fg%&Lno345
�pqrUT�BsQRt�u3[��Uv� wxs�X
QR�����fg%&L�&�myz63!{�[�*
34589­9ij45+,-./,0
klB&�m��PF®������¯°9�������L±²~�QR�!�fg³��1[�¯°���V5�FL")$*
!{�[�8Dc�6
���c���¯°��
GH�´�D��<
��L��8£89-9ij45+,-./,0
klB&�m��QR�!�µ¶�����PF®����
·�~��fg³��1[�¸��FL")$*
'(563!{�[�8Dc�6
���c���¸��F
GH!ccz¹B���m'(563!{�[�89º9PF®������¯°�������!±²»#$~�·�~
¸9��FLccz¹B���m")$%&������̄ °���¼"[$%&��·�~
¸��FL")$%&3[�+,-./,0
123



���

������	�
���
����������������
��������� �!"�#$%&'$()*+����,-./��01�23456
789:;<1�
��,=7>?!8@�ABCD�EF)GH�>I!���
HJ��A����8�-.K�LMNONPQR�ST)UV�H���>?!�W�4����
�A�XY Z[\Y=]�^I��_`)ab�����,>Icde�
_`)ab�f��>I!�gh)ijk<��H���l�238>Icmno�
_`)ab��������
7
�D�#$%&'$(�p����qrs8tu����-.K)>?�H���v���Tw-.K�xh��!uy��v��XY Z[\�z�^I��{/xh��>I!�l���
�,|7>?!8Q}�~�)S�4����
�A�#$%&'$(�p����qrs8tu����-.K)>?����
�D�#$%&'$(�*+�TH��-.K����1>?BC#$%&'$(�����9)����
���ABCD�>?BC�9)��H�����)����
�1v�Tw������8�#$%&'$(�����������-.K�ST���qrs8tu����1���)����������Tw��)�!u��������l�����/�;ST�������/�>I!q������H�����-.��23�8�-.K���/�>I!q���������4��l����45f<�
�,�7����A�qu������>?!� ¡�H23�Tw#$%&'$(�p�¢��>?!�£¤�>?��)#$%&'$(�¥¦§¨�©=�ª�«¬����
�D���23�­®����¥¦§¨�©=�¯�#$%&'$(����������dc�>?�H>?!�Tw#$%&'$(��������9)���>?���)����
�1v���)��>?!8�-.K��>?!�>?�4��°;ST���qrs8tu����1���)�������!u������



���

������	
��
���������������������������������� !"�#�$%&'()*+,-./.01023�4�5�6�78()��9:�����;���<����,6�78������=>�?@�A�;���<�B5��������,6�78����������CDED���FG()*+,-..HI3JKIL�MNOP�5�QR,���STUVWTXYTZ[\]^_`abcdef�g�"�h	ijA78�kl��cdmn]�STUoW�p�g�"�qb()*��rs>tu\]vw(x����������yz{|}&'"���,"�-.>~�yz{|�a��������A��6t"�-.HI3JKIL,yz{|����A���O�����`�^_�������OP���~�����0�,~%hHI3JKIL\]yz{|�����m�,%�,��D����}��������,"�+,-.>~��������~��A����UV����9:���;�� )��9:jA4�5�6��$�78()��9:�¡¢�>�?@�A�yz{|�~���+D�()*������£¤¥>¦�§����&'()*¨©ª«D���+,�¦�"�+,-..1X2��������()~*,"�¬A��­®¯X°X����^_���������M��±²�M³#(­´���µ¶·�¸�¹ºtljA��¸»�¼�¡¢"���,"�-...½.¾¿M1��ÀÁÂÃ±Ä�ÅÆÇÈÉ}ÊË«D��ÌÍÎÏÐÑILÒ�ÓÔÎÏÐÑILÒ±Å�ÕÖ«�×Ø(Ù´"�+,->~�×Ø�ÚN�ÊËÛÃÜ\]ÝÞ(©ª��~ß+,-2...à.��áâF�×�...ã.äÛ±Å	ijA78�kl��+,(F"��åæç¬�$�abcdFGM1�­®¯0°X\]0°0-Õè�éjAê�`èëì����A�è¼jAè�¼�FG�$���,"�-í�~��îï-�ð��Õè��ñ(òÖ�óô#������å}	ijA78�kl��?@A����å�æç¬�FG}�'��+,,"�-2.í.ZÛ±Å�^_`abcd(x"�+,(F"��åæç¬�$�a



���

������	
��
�������������������	
��
������ !"#$	%&�$��'()$�*+,-./012345
��
���*671%809:;�<=>?@A�BCD-./01EFG�������H!"5GIJ��KLMNOPHQRSTUVWXYZ[\]�F^._`aF��bcHdefHgh�ijkGW�!"5_!lm*nopqm`adef	rY�GW�!"5_`aCstqus��.`a��bcHdef	rX�	vw!�x.yH�z.1�GW�!"5_S{|}!GS{|}!~de����mdef	r��GW)!"5_�U	���def	r��GW#!"5_a�!mdeG����KLde������mdef	r��G_���de��������KL9�bc!��f	r��G_D�H����bcHdef	r��G_��de	`a���f	r��G_�����Hdef	r���5_ ¡	¡¢�£��¤¥£�$¦�!-.bc���§Hdef	r̈Y©r̈��Hª«¬­0-./01��®��������¯°�	
��
�����±�²³´�¥µ¶�·¸9�!"�K9:G¹o*ºEª�»¼½./0*��-.�V	¾¿ÀHÁ��Â�ÃWX�ÄWXÅW�Æ�gh-.ÇÈHÉÊ*ÈË9�/0*�-.�ÌH(9�Í�(Î	ÏkÐ5Ñ�YÒÓÔ��ÕGÖ�YÒÓÔ��Õ09G²³´×ØÙµ¶�ÚÛ�ÜÝBÞßÐ¬�yH1EFGàÌ�Þß¥Ùá��âã*äå9GæHçè���é-.(Î05
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�Eª£ø�õh÷Hõh�x.²³*bF�0-.À5G
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別紙1

「ケースレボートの対象となる診療期間の条件」

0 いずれの場合においても、自ら担当として診断や治療等への十分な関わりが認
められることが必要である。

1 基本的条件

入院

b

[ΣΣ^誠細 誠鵬[1^
※「診療終了」にはケースレポート申請日において

診療を継続している症例を含む(以下同じ。)

a

2 入院形態の変更が関わる場合

(1)医療保護入院(措置入院)から任意入院の場合

朧 入噺繊類

日数の条件なし

i旦Ⅱ完

医療保護(措置)

日数の条件なし

※「a」が 1 ケ月以上かつ「a + b」が 3 ケ月以上

誠鵬[11^^

任意

駈

誠鵬



(2)措置入院から医療保護入院の場合

入院 雄礎類
措置

日数の条件なし

誠麟[1^

ヒニ1Ξ^誠紺

医療保護

誠鵬

日数の条件なし

日数の条件なし

退院

※「a」若しくは「b」が 3 ケ月以上の場合、
各入院形態の症例として可

3

避

転院が関わる場合(入院形態を変更した場合を除く)

(1)同一の入院形態のままの転院の場合

峨 雛

a

[Σ1^誠細

※「a」が 1ケ月以上かつ「a 十 b」が3 ケ月以上の場合、
措置入院の症例として可

辞鵬[、、一Ξ一:

b 誠細

措置
医療保護

b

3ケ月以上

措 置
医療保護



(2)症状性を含む器質性精神障害(老年期認知症を除く。)、精神作用物質使用
による精神及び行動の障害(依存症に係るものに限る。)の場合は、次の事例
についても対象となる。

朧

措置
医療保護

日数の条件なし

雛

措置
医療保護

鯱



別紙2

精神保健指定医の新規申請に係る当部会の審査に当たっては、以下の基準により、ケース

レボートの書面及び口頭試問を総合的に評価する。

基礎的事項

①

※

ケースレボート及び口頭試問の評価基準

平成 30年11月22日

医道審議会医師分科会精神保健指定医資格審査部会

自ら担当として診断又は治療に十分関わりを持った症例(※)であるか。

少なくとも1週間に4日以上、当該患者について診療に従事したものでなけれぱな

らない。

②精神保健福祉法の理解が十分であり、法の運用上、不適切な点や違法性はないか。

③臨床精神医学の基礎知識が認められるか。

④論旨が不明瞭等、ケースレポートとして不適切な点はないか。

⑤差別用語など、不適切な表現・用語の使用がないか。

2.症例内容

<共通事項>

①国際疾病分類(1CD)に基づく診断名(入院時診断名/最終診断名)が記載され、患

者の症状と照らしてその診断名に妥当性が認められるか。

②診断根拠が記載され、その内容に妥当性が認められるか。

③入院時に疑い病名としていた場合、その理由と最終診断を下した日付が記載され、そ

の内容に妥当性が認められるか。

④入院後の治療経過や治療内容について努めたインフォームド・コンセントの内容が適

切に記載されているか。また、その過程における主治医等担当医としての関わりゃ治療

努力が記載されているか。

※以下の点に特に留意

・修正型電気けいれん療法、多量・多剤大量の薬物療法、クロザピンなど慎重を要す

る治療手段が用いられた場合、その理由と必要事項に関する記載があるか。

・やむを得ず適応症以外での薬物使用を行う際には、使用の理由と本人や家族にその

効果や副作用を含めた説明を十分に行い、同意を得ているか。

⑤患者の症状、診断内容に照らし、治療内容に妥当性が認められるか。

<入院形態など症例の属性に応じた事項>

1



措置入院 ①患者の症状及び措置入院の対象となる者の要件を踏まえ、措

置入院を行う必要性が記載され、その内容に妥当性が認められ

るか。

②患者が精神保健福祉法第5条に規定する精神障害者である

か(国際疾病分類(1CD)に該当する精神障害を有しているか)。

③患者が、

・医療及び保護のために入院させなけれぱ

その精神障害のために

自傷(※ 1)又は他害(※2)のおそれがある

と認められるか。

※1 自殺企図等、自己の生命、身体を害する行為。浪費や自

己の所有物の損壊等のように単に自己の財産に損害を及

ぽすにとどまるような行為は含まれない。

※2 殺人、傷害、暴行、性的問題行動、侮辱、器物破損、強

盗、恐喝、窃盗、詐欺、放火、弄火等他の者の生命、身体、

貞操、名誉、財産等又は社会的法益等に害を及ぼす行為(原

則として刑罰法令に触れる程度の行為をいう。)

医療保護入院

④退院まで担当した症例である場合、患者の症状及び措置入院

が解除となる者の要件を踏まえ、措置入院の継続が不要と判断

された理由が記載され、その内容に妥当性が認められるか。

⑤患者の症状及び医療保護入院の対象となる者の要件を踏ま

えて医療保護入院を行う必要性が記載され、その内容に妥当性

が認められるか。

⑥患者が、精神保健福祉法第5条に規定する精神障害者である

か(国際疾病分類(1CD)に該当する精神障害を有しているか)。

⑦患者が、医療及び保護のために入院の必要があるか。

⑧患者が、その精神障害のために任意入院が行われる状態にな

いか(本人に病識がない等、入院の必要性についてその精神障

害のために本人が適切な判断をすることができない状態にあ

るか)。

⑨本人に対して入院医療の必要性等について十分な説明を行

い、その同意を得て、任意入院となるよう努めているか。

⑩退院まで担当した症例である場合、患者の症状及び医療保護

入院の対象となる者の要件を踏まえ、医療保護入院の継続が不

要と判断された理由が記載され、かつその内容に妥当性が認め

られるか。
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18歳未満の症例

(18 歳未満とは、 18

歳に達する日以後

の最初の3月31日

までの間にある者

をいう)

(注)

⑪患者の年齢、発達段階および児童思春期の心理的特性に配慮

して関わり、治療するよう努めているか。

任意入院に移行した

症例

(注)

⑫患者の発育発達歴、養育環境、就労・就学状況等を把握し、

保健福祉等の支援の必要性を検討し、必要に応じて関係機関と

の連携を図っているか。

⑬措置入院者又は医療保護入院者が、措置入院又は医療保護入

院の要件はなくなったが、入院継続の必要性がある場合、本人

に対して入院医療の必要性等について十分な説明を行い、その

同意を得たうぇで、可能な限り早期に任意入院に移行できるよ

う努めているか。

退院後に外来治療を

行った症例

(注)

⑭退院制限を行った場合、患者の症状及び退院制限の要件(※)

を踏まえ、退院制限の理由、期間及びその後に採った措置が記

載され、その内容に妥当性が認められるか。

※指定医(特定医師)による診察の結果、医療及び保護のた

め入院を継続する必要があると認めたときに72時間(特定医

師の場合は12時間)に限り実施可能。

注 該当症例の提出がない場合には、口頭試問において、18歳未満の症例の診断・治

療、任意入院、退院後の外来治療を行うに当たっての一般的な留意点について口頭試

問で確認を行う。

⑮退院前に退院後の患者に対する保健福祉等の支援や関係機

関との連携の必要性を検討し、評価したか。

<行動制限に関する事項>

共通事項

電話・面会の制限

①行動制限を行った場合に、患者の症状を踏まえ、行動制限の

種類、開始・解除の日時及び開始・解除の判断理由が記載され、

その内容に妥当性が認められるか。

②行動制限は、医療又は保護に欠くことができない限度におい

て行われているか(患者の症状に応じて最も制限の少ない方法

により行われているか)。

③制限を行わなけれぱ病状の悪化を招き、あるいは治療効果を

妨げる等、医療又は保護の上で合理的な理由がある場合に行わ

れているか。
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隔離

④合理的な方法及び範囲における制限であるか。

⑤患者の症状からみて、

本人又は周囲の者に危険が及ぶ可能性が著しく高く、

・隔離以外の方法ではその危険を回避することが著しく困難

であると判断される場合に、

・その危険を最小限に減らし、患者本人の医療又は保護を図

ることを目的として

行われているか。

⑥隔離以外によい代替方法がない場合において行われている

か。

⑦隔離の対象となる患者が、次のような場合に該当すると認め

られるか。

ア他の患者との人間関係を著しく損なうおそれがある等、そ

の言動が患者の病状の経過や予後に著しく悪く影響する場合

イ自殺企図又は自傷行為が切迫している場合

ウ他の患者に対する暴力行為や著しい迷惑行為、器物破損行

為が認められ、他の方法ではこれを防ぎきれない場合

工急性期精神運動興奮等のため、不穏、多動、爆発性などが

目立ち、一般の精神病室では医療又は保護を図ることが著し

く困難な場合

オ身体的合併症を有する患者について、検査及び処置等のた

め、隔離が必要な場合

身体的拘東 ⑧身体的拘束以外によい代替方法がない場合において行われて

いるか。

⑨身体的拘束の対象となる患者が、次のような場合に該当する

と認められる患者であるか。

ア自殺企図又は自傷行為が著しく切迫している場合

イ多動又は不穏が顕著である場合

ウア又はイのほか精神障害のため、そのまま放置すれぱ患者

の生命にまで危険が及ぶおそれがある場合

任意入院者の開放処

遇の制限

⑩できる限り早期に他の方法に切り替えるよう努めているか。

⑪任意入院者の症状からみて、その開放処遇を制限しなけれぱ

その医療又は保護を図ることが著しく困難であると医師が判断

する場合にのみ行われているか。

⑫開放処遇の制限の対象となる任意入院者が、次のような場合

に該当すると認められる患者であるか。
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※上記の各項目については、当該項目に係る一般的な留意事項についても、口頭試問で確

認を行う場合がある。

ア他の患者との人間関係を著しく損なうおそれがある等、そ

の言動が患者の病状の経過や予後に悪く影響する場合

イ自殺企図又は自傷行為のおそれがある場合

ウ当該任意入院の病状からみて、開放処遇を継続することが

困難な場合

本評価基準は平成31年7月1日以後の申請について適用する。

「指定医ケースレポートの評価基準」(平成18年2月16日医道審議会医師分科会精神保

健指定医資格審査部会決定)は廃止する。ただし、平成31年6月30日以前の申請につぃ

ては、なお従前の例による。
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様式

精神保健指定医指定申請書

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 18 条の規定による精神保健指定医に指定された
く申請します。

申 日 日
暑圭
云月

氏

現住所

名

生年月日

最終学歴

及び年月

年 月

精神障害者

の診断治療

に従事した

期間及び病

院等名

所在地

年

名称

年

@

月

月卒業・中退

本籍地

年

従事した期間

日

メールドレス

年

年齢

年

月

その他の診

断治療に従

事した期間

及び病院等

年

月

医籍登録年月日

及び番号

^

年

月

^

年

月

^

年

月

^

歳

年

従事した期間

年

月

^

・十

年

研修の受講

年

性別

月

従事した病院等の名称

年

年

月

月

年

(注)記載上の留意事項

1.氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかとすること。
2.「従事した期間」は、月単位で記入し、従事を開始した月の初日が毎月の1日でない場
合には当該月を算入しない。また、従事を終了した月は、終了した日の属する月を算
入して記載すること。

3.「処分歴」は、「なし」又は「あり」のいずれかに0印をつけ、精神保健福祉法及び医
師法に基づく処分歴を記載すること。

※本申請書に記載された個人情報については精神保健指定医の指定のほか、指定後の指定医研
修会の受講案内通知等の精神保健指定医制度の運用のためのみに利用致します。

処分歴

月

月

男・女

^

年

月

月

月

^

年

^

ケ月

き十

なし

年

年

月

冒 あり

月

年

年

従事した病院等の名称

月

年

月

ケ月

年

ケ月

日

月処分内容

^ 年 月 日

日
号

、
、

第

の
先

在
務

現
勤

合



様式 1 -2

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 18 条の規定による精神保健指定医に指定された
く申請します。

申
暑主

年 月日 日西月

精神保健指定医指定申請書(失効後一年未満)

月

氏

現住所

名

日

生年月日

最終学歴

及び年月

日

失効した指定

医証に記載の

勤務先

所在地

年

@

年

名称

失効前の

指定医番号

及び有効期限

本籍地

月

所在地

月卒業・中退

(メールアドレス(任意)

名称

日

研修の受講

年齢

番

処分歴

医籍登録年月日

及び番号

(注)記載上の留意事項

1.氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかとすること。

2.「処分歴」は、「なし」又は「あり」のいずれに0印をつけ、精神保健福祉法及び医師
法に基づく処分歴を記載すること。

※本申請書に記載された個人情報については精神保健指定医の指定のほか、指定後の指定医研
修会の受講案内通知等の精神保健指定医制度の運用のためのみに利用致します。

なし

歳

■

性別

年

あり

年

男・女

月

有効

期限

月

年

日

月処分内容

^

年

年

月

日
号第

の
先

在
務
現
勤

号



様式 2-1

次の者は当施設において診断又は治療に従事したことを証明します。

氏

生

実務経験証明

年

従事した標袴科名

名

月

診療従事期間

日

療 従

@

1週間当たり従事日数

年

年

1日当たり従事時間

月

月 日

(注)

^

ケースレポートに係る症例の診療従事期間は、精神科実務経験の期間に必ず含まれて

いること。

精神科の実務経験証明書とその他の実務経験証明書は別に作成すること。(平成16年

4月1日以降の臨床研修制度における研修中の実務経験の証明については様式2-2

を使用すること。平成16年3月31日以前の臨床研修の場合は、本様式により各病院

等の管理者の証明を要すること。)

診療従事態様が違う場合は、別紙とすること。

大学院在学中については、在学期間全体ではなく、精神障害者の診断又は治療に従事

した時間及び期間を記載すること。

当直のみの勤務については、実務経験として算入できない。

診療従事期間は、従事を開始した月の初日が毎月の1日でない場合には当該月を算入

しないこと。また、従事を終了した月は、終了した日の属する月を算入すること。

年

日

2

時間

施設名

所在地

管理者職名

及び氏名

月

書

診
態

3
 
4

5
 
6

事
様



様式 2-2

次の者は臨床研修において診断又は治療に従事したことを証明します。

氏

実務経験証明書̂
(平成16年4月1日以降臨床研修期間用)

生 年

従事した標袴科名

名

月

診療従事期間

日

うち精神科従事期間

態

療 従

⑳

年

1週間当たり従事日数

年

年

月

1日当たり従事時間

月

月

^

日

(注)

^

年

医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修(平成16年4月1日以降のもの)期間

中の実務経験を記載すること。また、この期間内に精神科の実務経験があれぱ内訳を

記載すること。

管理型臨床研修病院等の証明可能な病院の管理者が、臨床研修期間の全ての期間にっ

いて証明して構わない。

診療従事態様が違う場合は、別に作成すること。

当直のみの勤務については、実務経験として算入できない。

診療従事期間は、従事を開始した月の初日が毎月の1日でない場合には当該月を算入

しない。また、従事を終了した月は、終了した日の属する月を算入すること。

年

月

日

時間

施設名

所在地

管理者職名

及び氏名

2

月

事
様

郵
ψ

3
 
4
 
5



様式3-1

①申請者氏名

②最終診断名

(1 C D コード

④当該症例を実務経験した医療機関名

所在地住所

申請日

ケースレポート(第症伊D

(自筆署名)

⑤患者情報

患者イニシャル(

⑥当該症例の入院形態に係る入退院年月日

年月 日~

年月日~

⑦主治医又は担当医になった期間

年月日~

③ケースレポートで主な評価対象とする入院形態

措置入院/医療保護入院 (※ 1 )

⑧行動制限の有無(有・無)

有の場合の行動制限の種類(電話の制限・面会の制限・隔離・身体的拘束・

任意入院者の開放処遇の制限)

性呂1上男・女

⑨転院による診療の終了(退院)の有無(有・無)

有の場合の転院先:(病院名)

年

⑩退院後の外来支援の有無(有・無)

生年月日

⑪指導を行った精神保健指定医(※4)

月

指導を行った精神保健指定医氏名

(※2)

日

(※ 3 )

年

指導期間

<ケースレボートの証明>

このケースレポートは、私が常勤として勤務した上記医療機関において、上記期

間中私の指導のもとに申請者が診断又は治療を行った症例であり、内容につぃて

も、私が厳正に確認したことを証明します。

所属機関名 所属機関の住所

指導医署名(自筆署名)

(※退院後の通院治療を行った症例で当該通院期間に係る指導医が入院期間の指導医

と異なる場合、以下に当該通院期間に係る指導医が署名をすること。)

このケースレポートは、私が常勤として勤務した上記医療機関において、上記期

間のうち退院後の通院期間中私の指導のもとに申請者が診断又は治療を行った症

例であり、内容についても、私が厳正に確認したことを証明します。

所属機関名 所属機関の住所

1

担当医となったときの

年齢 歳

日(入院形態

日(入院形態

月 日

年 月 日

入院形態(

^ 年

)入院・他科入院

指定医番号

月 日

)
)

月
月

年
年



指導医署名(自筆署名)

※1 このケースbホ'゜一人で主/こ評価芝受ゲたい入虜形庖ξを達択ずること。

鼎2 興急砦置入虜、応急入院、任篇入屍芝含め、筈該症例仁ついて笥成医療建闘で纏続ιて万

わ九た全ての入虜形態仁ついて、入返虜年月日芝詔或ずること。

分子3 返虜後の遁虜治疫芝庁った症勿仁ついて提出ずる場台/:ぱ、筈該遁院期居ケ/二ついてぱ入虜

期居夕と力Yプ'て詔或ι、後ろ/:/優虜ノノと亙ヲ或ずること。

※4 指狸期問ぱ⑦の期間と一致ずること。

笥纛建闘仁おゲる指羣医か、復数いる場台ぱ、全ての指幕医/:ついて記或ずること。
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【関係法規に定める手続への対応】

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号。以下「法」

という。)による各種入院に関し、関係法規に定める手続への対応を以下に記載する

こと。途中で入院形態を変更した場合は、変更前と変更後のいずれの入院形態に係

る手続についても記載すること。なお、自由記載を求めている項目につぃては各々

100字程度で簡潔にまとめること。

法による各種入院又は入院中の者の行動制限が、その必要性等に関する法令の要

件を踏まえて行われたことについては、ケースレボート本文の記載に基づき評価を

行うものとする。

<措置入院>

注措置入院を行った症例の場合に記載すること

措置診察が行われた契機

関係法規に定める手続

2.指定医の診察の結果、入院を継続し

なくてもその精神障害のために自傷

他害のおそれがないと認められるに

至ったとき、直ちに、病院の管理者

により、症状消退届が都道府県知事

等に提出されたか(法第29条の5)

口法第22条の申請(一般人)

口法第23条の通報(警察官)

口法第24条の通報(検察官)

口法第25条の通報(保護観察所長)

口法第26条の通報(矯正施設の長)

口法第26条の2の届出(病院管理者)

口法第 26 条の3の通報(医療観察法指

定通院医療機関の管理者及び保護観察

所長)

口法第 27 条第2項の都道府県知事によ

る措置診察

対応信亥当するものに/を付ける)

口提出された

(指定医が症状消退を判断した日付及び症

状消退届が提出された日付)

3



<医療保護入院>

注医療保護入院を行った症例の場合に記載すること

1.医療保護入院の必要性の判定を指定

医が行ったか

(法第 33 条第 1 項)

関係法規に定める手続

2.医療保護入院の必要性の判定を特定

医師が行った場合、その判定に基づく

入院期間は12時間以内であったか

(法第33条第4項)

3.医療保護入院を行う際の指定医によ

る診察に、立ち会ったか

4.平成 26年4月1日以降に入院した

者の場合、法第 33 条第1項又は第3

項による医療保護入院を行うに当た

つて、家族等のいずれか又は市区町村

長から同意を得たか

(法第 33 条第 1 項・第3項)

対応信亥当するものに/を付ける)

口 イテつナこ

口 12時間以内であった

立ち会った

立ち会っていない

口 家族等のいずれかから同意を得た

口配偶者

口後見人

口親権者

口保佐人

市区町村長から同意を得た口

(家族等のいずれかから同意を得た場合、

当該家族等の続柄、同意者とした経緯及び

同意を得た日付)

※未成年の場合に、父母双方から同意を得なか

つた場合、その理由を記載すること

口扶養義務者

(市区町村長から同意を得た場合、その

理由及び日付)

4
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4-1.平成26年3月31日以前に入院

した者の場合、旧法(※)第 33 条第

1項による医療保護入院を行うに当

たって、保護者(市区町村長を含む。)

から同意を得たか

(旧法第 20 条第2項、第 21 条、第 33

条第 1項)

※精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律の一部を改正する法律(平成25年法

律第47号)による改正前の法

口保護者から同意を得た

口後見人口保佐人口配偶者

口親権者口扶養義務者

口保護者(市区町村長)から同意を得た

(保護者から同意を得た場合、当該保護者

の続柄及び同意を得た日付)

※後見人又は保佐人の存在を把握しているが、

これらの者から同意を得なかった場合、その理

由を記載すること

※未成年の場合に、父母双方から同意を得なか

つた場合、その理由を記載すること

4-2.旧法第 33 条第2項による医療

保護入院を行った場合、扶養義務者に

よる同意を得たか

(旧法第 20条第 1項、第 33条第2項)

(市区町村長から同意を得た場合、その

理由及び日付)

5.医療保護入院から 10日以内に、病

院の管理者により、家族等の同意書を

添えて都道府県知事等に医療保護入

院の入院届が提出されたか

(法第33条第7項)

口扶養義務者から同意を得た

(同意を得た扶養義務者の続柄及び同意

を得た日付)

※その後の旧法第33条第1項の同意について

は4-1に記載すること

口 提出された

(日付
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6.医療保護入院時に、医療保護入院者

に対して、必要事項について書面によ

る告知が行われたか

(法第33 条の3第 1項)

フ.6の告知を延期する(4週間以内)

と判断した場合、必要事項の診療録へ

の記載が行われたか

(法第 33 条の3、精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律施行規則(昭

和 25年厚生省令第31号)第 15条)

入院時に行われた

延期して(4週間以内)告知が行われ

(告知の具体的な内容)

8.退院後生活環境相談員が選任された

か

(法第 33 条の4)

※平成26年3月31日以前に医療保護入

院が行われた者については、同年4月1

日以降に入院を継続していた者に限る。

9及び10 において同じ。

口記載が行われた

(診療録に記載が行われた内容)

9.病院において、医療保護入院者又は

その家族等に、地域援助事業者の紹介

を行うよう努めたか

(法第 33 条の5)

口 選任された

10.「医療保護入院者退院支援委員会」ガ

開催されたか

(法第33条の6、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律施行規則第15木

(日付

口 努めた

(具体的な内容)

開催された

開催されなかった

6
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の6~第 15条の8) (開催されなかった場合、その理由)

(開催された場合、以下の事項について該

当項目に〆又は具体的な内容を記載)

【対象者は以下のいずれに該当するか】

口在院期間が1年未満の医療保護入

院者であって、入院時に入院届に添付

する入院診療計画書に記載した推定

される入院期間を経過するもの

口在院期間が1年未満の医療保護入

院者であって、委員会の審議で設定さ

れた推定される入院期間を経過する

もの

口在院期間が1年以上の医療保護入

院者であって、病院の管理者が委員会

での審議が必要と認めるもの

【開催時期】

口推定される入院期間を経過する時期

の前後概ね2週間以内に審議が行わ

た

(日付

【検討内容及び結果】

【審議結果の通知】

口審議結果が、患者本人並びに出席要

請を行った家族等及び地域援助事業

者その他の当該精神障害者の退院後

の生活環境に関わる者に通知された

7



11.医療保護入院者の退院から 10日以

内に、病院の管理者により、医療保

護入院の退院届が提出されたか

(法第 33 条の2)

口提出された

(日付
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<緊急措置入院又は応急入院>

注入院時にこれらの入院形態であった場合に記載すること

1.緊急措置入院が行われた場合、その

者が精神障害者であり、かつ、直ちに

入院させなけれぱその精神障害のた

めに自傷又は他害のおそれが著しい

と指定医による診察で認められたか

(法第 29条の2第 1項)

関係法規に定める手続

2.緊急措置入院の期間は、72時間以内

であったか

(法第29条の2第3項)

3.急速を要し、その家族等の同意を得

ることができない場合において、応急

入院が行われた場合、その者が、精神

障害者であり、かつ、直ちに入院させ

なけれぱその者の医療及び保護を図る

上で著しく支障がある者であって当該

精神障害のために任意入院が行われる

状態にないと指定医又は特定医師によ

る診察で判定されているか

(法第33 条の7第 1項・第2項)

対応(該当するものに/を付ける)

口 認められた

ロフ2時間以内であった

4.応急入院の期間は、 72時間以内(特

定医師の診察に基づく場合は 12時間

以内)であったか

(法第 33 条の7第 1 項・第2項)

口 判定された

口 72時間(12時間)以内であった

9



<任意入院>

注入院形態の変更により任意入院となった症例の場合に記載すること

3~5については、該当する場合に記載すること

1.任意入院時に、任意入院者に対し

て、必要事項について書面による告

知が行われたか

(法第 21 条第 1 項)

関係法規に定める手続

2.任意入院に際し、本人から書面に

より同意を得たか

(法第 21 条第 1 項)

3.任意入院者本人の意思、により開放

処遇が制限される環境に入院させた

場合、本人の意思、による開放処遇の

制限である旨の書面を、本人から得

たか

(第 130 号告示(※))

※精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第37条第1項の規定に基づき厚

生労働大臣が定める基準(昭和63年厚

生省告示第 130号)

対応(該当するものに/を付ける)

口行われた

(告知の具体的な内容)

口

4.任意入院者の退院制限が実施され

た場合、その判断は指定医又は特定

医師によって行われたか

(法第 21 条第3項・第4項)

得た

口

5.任意入院者の退院制限の期間は、

72時間以内(特定医師の診察に基づ

く場合は 12時間以内)であったか

(法第 21 条第3項・第4項)

得た

口 行われた

口 72時間(12時間)以内であった
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<行動制限>

注行動制限を行った症例の場合に、実施した行動制限に関係するものにつぃ

て記載すること

1.電話又は面会に関する制限の実施

時に、当該行動制限の理由について

告知が行われたか

(第 130号告示)

関係法規に定める手続

2.隔離、身体的拘束又は任意入院者

の開放処遇の制限の実施時に、当該

行動制限の理由について、書面によ

る告知が行われるよう努めたか

(第 130号告示等)

対応信亥当するものに/を付ける)

口

3.行動制限の実施に当たって、必要

事項の診療録への記載が行われたか

(第 130号告示)

行われた

(具体的な内容)

口 努めた

(具体的な内容)

4.12時間を超えない隔離を実施した

場合、その判断は、医師により行わ

れたか。

(第 130号告示)

5.12時間を超える隔離又は身体拘束

を実施した場合、その判断は指定医

により行われたか

(法第36条第3項、第 130号告示、

第 129号告示(※))

※精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第36条第3項の規定に基づき厚

生労働大臣が定める行動の制限(昭和

63年厚生省告示第 129号)

口記載が行われた

(具体的な記載内容)

口 医師により行われた

口指定医により行われた
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6.隔離を実施した場合、毎日 1 回以

上の診察が行われたか

(第 130号告示)

フ.身体的拘束を実施した場合、頻回

の診察が行われたか

(第 130号告示)

口行われた

(診察内容)

8.任意入院者の開放処遇の制限を実

施した場合、その判断は医師により

行われたか

(第 130号告示)

9.任意入院者の開放処遇の制限を実

施した場合、おおむね72時間以内に

指定医による診察が行われたか

(第 130号告示)

口行われた

(頻度と診察内容)

口 医師により行われた

口 行われた

(日付
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入院時診断名:主病名

最終診断名:主病名

注:入院時診断名と最終診断名が違っていても可とする。

※ r現病屋ノ中<入院僻の批況>及び<入虜徒経週>仁おゲる戈字数芝詔或ι、

2000字程度とずること。なお、本戈/:おいて閏侠粢戈の引房ぱ更ιない。

【初診時主訴】

【家族歴】

【生育・生活歴】

【既往歴】

(【病前性格】必要に応じて記載)

【現病歴】

<入院前経過>

副病名

副病名

<入院時の状況>

注Jαアの内容芝中心/こ記或ずること

入虜僻の愈寺の症状、入虜僻杉飾名仁謝ずる杉飾根拠 r入虜僻仁籍い病名としていた楊

台ぱぞの理曲、晨終杉飾芝下ιた謬飾復飽と杉飾日ノ

笥成入院形態/:よる入虜芝庁づ必要性 r患寺の症我及び活仁おゲる各種入院戈の対余と

なる寺の要#芝尉まえて詔或ずることノr※ノ

※入虜形態/:応心て、痔/:ι契下の点芝脱明ずること。

イ措置入虜ノ

⑦辰香か迭勞5粢仁規定ずる精禅危筈寺であるか r国瑞疾病分類qcPノ仁該笥

ずる精禅疾慈ぞ有ιているかノ

②辰香か、、

医療及び侠詔のため仁入虜さゼなゲ九ぱ

・ぞの精禅庫害のため/こ

目傭 r※ブノ他害 r※ブノのおそれかあるか

※1 目殺企図芋、目己の生命、今衛芝害ずる行為。旋實や目己の所方物の痴壊

芋のよづ/:卓/:自己の財屋/:痴害ぞ及ぽず/:とどまるよづな庁為ぱ含まれない。

※2 殺入、傷筈、暴庁、煙的畠ダ唐行動、侮畢、艀物礎痘、彊盆、密賜、寄益、

詐欺、放火、手火芋他の青の生命、号体、貞侠、名ぎ、尉廣等戈ぱだ会肘冴崟

芋/:筈芝及ぽず,テ為イ須点グとして例罰冴今/:餅れる程度の,テ為芝いづ。ノ

文字数 文字(※)

ブ 200-
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イ医療侠萎入虜ノ

⑦愈寺か法勞5粢仁規建ずる精禅章筈香であるか

②愈寺か;唐療及び侠謎のため仁入虜の必要かあるか

③患寺が、その精禅危害のため仁任篇入虜か万われる批態仁ないかイ本入仁病俄

か'ない等、入虜の必要煙仁ついてぞの精禅危害のため/こ本入ガ樋勿な判飾芝ずる

ことか、できない批庖ξ/:あるガリ

④本入仁謝ιて入虜医療の必要煙等/:ついて十分な脱勞芝行い、その同点芝停て、

征篇入虜となるよづ努めているか

※入虜僻/:、篇俄廼害 rゼ'五ン妄・急煙錯記等ノか凝われる場台/:ぱ、台劒の延期

かな才九ているガV:ついて吉記或ずること。

<入院後経過>

注J捌アの内容芝中心/:韶或ずること

入虜復の治療経週や、治療内容/:ついてインフォームドコンセン人/:勞めたかどづか

また、ぞの週程/:おゲる主船医芋哲笥医としての尉わりや治疫努力

※痔仁馴アの点仁留点ιて記或ずること

修圧型唐気ゲいれ冷療芸、多量・多嗣ズ量の室物療広、ク々ザどンなど慎重芝

要ずる治療手殷か汚いられた楊台、ぞの理曲と必要夢項

やむ芝痔ず週応症馴獄での爽物使房芝万づ瑞仁ぱ、使房の理曲と本入立び仁家

茂/:ぞの効契や副作房芝含めた脱明芝ナ分/こ行い、月篇ぞとっているか

笥該入虜形態/:よる入虜の纏続か不要イ戈ぱ入屍形態の変廼ガ努更ノと判飾き力た理曲

イ愈青の症我及び潜仁おゲる各桓入虜か奪震となる寺の要件戈ぱ謝余となる者の要件芝

俗まえて記或ずることノ

庁動例皮芝万った楊台/こぱ、庁動制履の種頬、房ケ始・修震の日僻及ひ湯ダ始・修尿の判飾

理唐 r患寺の症状芝唐まえて詔或ずることノイ※ノ

※痔仁捌アの点ぞ説勞ずること

r共遁夢項ノ

⑦行動制優ぱ、医療戈ぱ俣誰/:欠ぐことができなし.原度仁おいて庁わ九ているか

イ愈寺の症批仁応どて遍吉例皮の少ない方活仁より行われているかノ

r盾話・面会の例尿ノ

⑦例皮芝行わなゲ九ぱ病状の悪佐を招き、あるいぱ治療効契を防げる芋、医療戈

ぱ侠諺の上で台理的な理唐かある埼台仁行われているか。

②台理的な方冴及ひ緬厨仁おゲる例皮であるか。

r肩艦ノ

⑦愈寺の症獣からみて.

本入戈ぱ厨厨の青仁倉儷か湊ぶ可彪煙か署ιぐ高ぐ、

傭寵捌獄の方涯でぱその倉儷芝回遜ずることか害ιぐ困難であると判飾才九る

楊台/ニ、

・ぞの倉儷芝遍グ、皮/こ減らし、愈寺本入の医療戈ぱ俣韮芝図ることを目的として
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,テわ九ているか。

②傭瑞馴券/:よい代脊方広がない場含/こおいて行わ九ているか

③肩耀の謝余となる辰寺か;次のよづな楊台仁該当ずると詔められるか。

ア他の患青との入居ダ関侠芝書ιぐ賓なづおそれかある等、ぞの言動か葱青の病批

の経週や子徒仁書ιぐ悪ぐ影蔀ずる楊台

イ盲綬企図戈ぱ盲傷庁為が勿迫ιている埼台

ウ他の愈寺仁謝ずる暴力庁為や書ιい迷惑行為、響物礎痴行為ガ苧留めら九、他の

方冴でぱこれ芝防ぎきれない楊台

工急煙期精禅運動興雪芋のため、不覆、多動、儒発煙などか盲立ち、一殷の精禅

病室でぱ医療戈ぱ侠韮芝図ることか署ιぐ困難な場台

オ今体的台併症芝方ずる患者仁ついて、友査及び迦置芋のため、傭虜か郷要な楊

イ身衛的拘英ノ

⑦身体的拘吏馴獄仁よい代耆方冴かない埼台/:おいて行わ力ているか

②身体的拘吏の対余となる念寺か、次のよづな楊台仁該当ずると詔められる患寺

であるガ、。

ア目綬企図戈ぱ目傷万為か署ιぐ勿道ιている場台

イ多動戈ぱ不痔ガ嬪'書である楊台

ウア戈ぱイのぼか精禅喧害のため、ぞのまま倣置ず力ば余香の生命仁まで倉俊

か汲ぶお子れがある場台

③できる餌り早期仁他の方芸/:勿り耆えるよづ勞めてι■るか

r征篇入屍青の房易放処遇の例尿ノ

⑦任急入虜寺の症批からみて、ぞの房倣'処遇芝例疲ιなゲれぱぞの医療戈ぱ侠謎芝

図ることが署ιぐ困難であると医師か¥グ飾ずる場台/:のみ,テわ九ているか

②房倣、処遅の例皮の対余となる任篇入虜青か;次のよづな楊台仁該笥ずると詔めら

九る慈香であるか

ア他の愈青との人居夕関侠芝書ιぐ痴なづおぞれかある等、ぞの言動が愈青の病

状の経週やチ後仁悪ぐ影蓼ずる楊台

イ自毅企図戈ぱ目傷庁為のおそれかある楊台

ウ笥該征篇入虜の病批からみて、属易放"処遇芝纏続ずることか困難な楊台

任篇入虜仁疹庁ιた症例/:ついて返尻制尿か万わ九た場台/:ぱ、ぞの理曲、期居ケ及びそ

の徒仁祭った砦置 n芸の返虜例疾の要件 r※ノ芝尉まえて記或ずることノ

※指建医イ痔建医師ノ仁よる杉罫の紺契、医療及び侠謎のため入虜芝纏続ずる必要か'

あると詔めたと芦/:7才僻居ヲr痔症医師の場台ぱだ僻畠屶/:屡り美施可彪

15

台



様式3-2

精神保健指定医の新規申請のため、以下のケースレポートを提出します。

ケースレポートー覧

注)各症例について、以下の①~⑥についてア,イのいずれかを選択し、 0をつけること。

①「措置入院者の症伊1」又は「医療保護入院者の症例」のいずれの症例として申請しているか。

②「医療保護入院者の症伊1」である場合には、申請者が当該医療保護入院者の入院時点からその

診断又は治療に従事したものであり、入院時の指定医の診察に立ち会った症例に該当するか。

③「申請前一年以内に従事した症仮1」(事務取扱要領2(2)コ参照)又は「申請をした日の一年前

の日より前に従事した症伊1」(同2(2)サ参照)のいずれの症例として申請しているか。

④ 18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者に係る症例に該当するか。

⑤措置入院者又は医療保護入院者の退院後に、任意入院による治療を行った症例に該当するか。

⑥措置入院者又は医療保護入院者の退院後に、通院による治療を行った症例に該当するか。

申請日

申請者氏名

申請者生年月日

住所地都道府県

(記入欄)

第1症例

月

第2症例

ア措置入院

イ医療保護入院

①

月

日

第3症例

ア措置入院

イ医療保護入院

日

②

ア該当

イ非該当

第4症例

ア措置入院

イ医療保護入院

ア該当

イ非該当

ア申請前1年以内

イ申請日の1年前より前

第5症例

ア措置入院

イ医療保護入院

③

ア該当

イ非該当

ア申請前1年以内

イ申請日の1年前より前

ア措置入院

イ医療保護入院

ア該当

イ非該当

ア申請前1年以内

イ申請日の1年前より前

④

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア申請前1年以内

イ申請日の1年前より前

⑤

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア申請前1年以内

イ申請日の1年前より前

⑥

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

ア該当

イ非該当

年
年



様式 4

次の者は指導医として申請者を指導した期間において当施設に常時勤務する指定医であったこ
とを証明します。

氏

常時勤務証明

生 年

診療従事期間

名

月 日

療 従

⑩

1週間当たり従事日数

年

年

1日当たり従事時間

月

月

日

日

(注)

^

ケースレボートに係る症例の診断又は治療について指導した期間は診療従事期間に必

ず含まれていること。

ケースレポートに係る症例について指導した指導医ごとに作成すること。

「常時勤務する指定医」とは、精神保健福祉法第19条の5に規定する指定医をいう。

年

日

時間

施設名

所在地

管理者職名

及び氏名

月 日

書

診
態

2
 
3

事
様



事   務   連   絡 

令 和 元年 ５月 28 日 

 

 

 

各都道府県・指定都市 

精神保健福祉主管部局 御中 

 

 

 

               厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部精神・障害保健課 

 

 

 

「精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮について」の 

一部改正について 

 

 

日頃より、精神保健福祉行政の推進にご尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 18

条第１項の規定による精神保健指定医の指定の申請に当たって提出することと

しているケースレポートの記述上の配慮については、「精神保健指定医申請時

のケースレポート記述上の配慮について」（平成 26 年２月 18 日厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課事務連絡）のとおり示していると

ころです。 

今般、「精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について」

（平成 30 年 12 月６日障発 1206 第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

長通知）の制定に伴い、当該事務連絡を別添のとおり一部改正することとしま

したので、関係機関及び関係団体に対して周知徹底方お取り計らい願います。 

なお、本事務連絡は、令和元年７月１日以後の申請に当たって提出するケー

スレポートの記述上の配慮について示すものであることを申し添えます。 



                                                                 （別添） 
○ 精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮について（平成 26 年２月 18 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課事務連 

絡）【新旧対照表】 
 

                                                          （下線部が変更部分） 
改  正  後 現     行 

 
事  務  連  絡 
平成２６年２月１８日 

一部改正 事  務  連  絡 
令和元年５月２８日 

 
  都道府県精神保健福祉主管部局 
各 指定都市精神保健福祉主管部局 御中 
  地方厚生（支）局健康福祉課 
 

                厚生労働省社会・援護局 
障害保健福祉部精神・障害保健課 

 
 

精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮について 
 
（略） 
 
別添 
 

精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮について 
 
はじめに 

 
事  務  連  絡 
平成２６年２月１８日 

 
 
 

  都道府県精神保健福祉主管部局 
各 指定都市精神保健福祉主管部局 御中 
  地方厚生（支）局健康福祉課 
 

                厚生労働省社会・援護局 
障害保健福祉部精神・障害保健課 

 
 
   精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮について 
 
 （略） 
 
別添 
 

精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮について 
 
はじめに 



ケースレポートには患者本人の意思にかかわらない入院措置等に関わる指

定医の職務上必要とされる知識及び技能並びに精神科実務経験が反映されて

いなければならない。特に、患者の人権に配慮しながら適切な医療が提供さ

れたことが読み取れるものでなければならない。 

ケースレポートの記載要領については、「精神保健指定医の新規申請等に

係る事務取扱要領の制定について」（平成 30 年 12 月６日障発 1206 第３号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知。以下「事務取扱要領」とい

う。）に定めているところであるが、以下の点について留意されたい。 

 

１ 症例選択に係る留意事項について 

（削る） 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 症状性を含む器質性精神障害 

次の症例についてケースレポートを作成する場合には、次の点に留意

すること。 

ア てんかん 症状性又は器質性要因が明らかに認められるものであっ

て、精神症状による入院である旨を記載すること。 

イ 身体疾患治療薬による精神症状（せん妄を含む） 身体疾患治療薬

 ケースレポートには患者本人の意思にかかわらない入院措置等に関わる指

定医の職務上必要とされる知識及び技術並びに医療経験が反映されていなけ

ればならない。特に、患者の意に反してやむを得ず精神医学的治療が行われ

る場合に、患者の人権に配慮しながら適切な治療が提供されたことが読み取

れるものでなければならない。 

なお、ケースレポートの記載に当たっては、「精神保健指定医の新規申請

等に係る事務取扱要領について」（平成 22 年８月 31 日障精発 0831 第１号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）を参照さ

れたいが、その細目的事項については、次に定めるとおりである。 

１ 症例選択に係る留意事項について 

症例数は、８例で指定要件を満たすものとして差し支えない。 

⑴ 中毒性精神障害 

   精神作用物質の依存症を含むものに限る。 

⑵ 児童・思春期精神障害 

次に挙げる症例については、次に定めるところにより記載されていれ

ば、ケースレポートとして取り扱うものとする。 

ア 診断名が児童・思春期精神障害でない症例 児童・思春期の心性を

踏まえており、心理的発達の観点に立ちつつ症状経過について記載さ

れていること。 

イ 18 歳に達した患者を対象とする症例 18 歳に達した日以後の最初の

３月 31 日以前から申請者が診療（外来を含む。）を開始し、継続して

治療に当たっている旨が記載されていること。 

⑶ 症状性又は器質性精神障害 

次に挙げる症例については、次に定めるところにより記載されていれ

ば、ケースレポートとして取り扱うものとする。 

ア てんかん 症状性又は器質性要因が明らかに認められるものであっ

て、精神症状による入院である旨が記載されていること。 

イ 身体疾患治療薬による精神症状（せん妄を含む） 身体疾患治療薬



（例えば、膠原病に対するステロイド、パーキンソン病に対する抗パ

ーキンソン病薬等。）により精神症状を発症した旨を記載すること。 

 

ウ 老年期認知症 年齢的に初老期であっても、老年期につながる疾患

であれば差し支えない。 

⑵ 精神作用物質使用による精神及び行動の障害 

  精神作用物質の依存症を含むものに限る。 

⑶ 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある者に係る症例

（以下「児童・思春期症例」という。） 

  次の症例についてケースレポートを作成する場合には、次の点に留意

すること。 

 ア 診断名が小児（児童）期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の

障害でない症例 児童・思春期の心性を踏まえ、心理的発達の観点に

立ちつつ症状経過について記載すること。 

 イ 18 歳に達した患者を対象とする症例 18 歳に達した日以後の最初の

３月 31 日以前から申請者が診療（外来を含む。）を開始し、継続して

治療に当たっている旨を記載すること。 

 （削る） 

 

 

 

２ レポート又は臨床記録としての留意事項について 

⑴ レポートとしての留意事項 

  ア 原則として、文書作成ソフト等を用いて記載すること。やむを得な

い場合は手書きでも可とする。 

イ 用紙は、縦置き、横書きとし、文字の大きさは 12 ポイント、１行の

字数は 35～40 字程度、１ページの行数は 35～40 行程度とすること。

手書きの場合にも、A4判、縦置き、横書きとし、明確な字体で記載す

（例えば、膠原病に対するステロイド、パーキンソン病に対する抗パ

ーキンソン病薬等。）により精神症状を発症した旨が記載されている

こと。 

（新設）  

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 老年期認知症 

   年齢的に初老期であっても、老年期につながる疾患であれば差し支え

ない。 

 

２ レポート又は臨床記録としての留意事項について 

⑴ レポートとしての留意事項 

  ア 可能な限り手書きではなく、文書作成ソフト等を用いて記載するこ

と。 

イ 用紙は、縦置き、横書きとし、可能であれば、12 ポイントの活字を

用い、１行の字数は 35～40 字程度、１ぺ一ジの行数は 35～40 行程度

とすること。手書きの場合にも、A4 判、縦置き、横書きとし、明確な



ること。 

（削る） 

 

 

ウ ケースレポート様式の表紙の「①申請者氏名」及び＜ケースレポー

トの証明＞の指導医署名の欄については、それぞれ申請者及び指導医

本人が手書きで署名すること。なお、原本の１通以外は複写で構わな

い。 

 
 
（削る） 
 
 
エ 論旨を簡潔かつ明瞭に記載するよう心掛け、＜入院時の状況＞、＜

入院後経過＞を合わせて指定字数（1200～2000 字）以内とし、誤字（

特に専門用語）のないよう十分な注意を払うこと。 
オ 医学用語・概念は、正確かつ一般的に通用するものを使用するこ

と。また、用語として「痴呆」及び「精神分裂病」は使用せず、それ

ぞれ「認知症」及び「統合失調症」を用いること。 
⑵ 臨床記録としての留意事項 
ア 診断名は可能な限り明確に記載すること。なお、副病名がない場合

には、副病名の欄については「なし」と記載すること。 
イ 家族歴、生育・生活歴及び既往歴は、疾患に関係あるものは明記

し、それ以外は簡潔に記載又は省略すること。 
ウ 現病歴中の＜入院前経過＞、＜入院時の状況＞、＜入院後経過＞の

所見及び状態像については十分に記載すること。 
エ 申請者が実際に診療に当たった入院期間を中心に、症状及び経過を

記載し、他の医師が担当した当該入院期間以前の期間の所見に関して

字体で記載すること。 

ウ 論旨を簡潔かつ明瞭に記載するよう心掛け、指定字数（1200～2000

字）以内とし、誤字（特に専門用語）のないよう十分な注意を払うこ

と。 

エ ケースレポート様式の頭書の１から８までのうち、「１．申請者の

氏名」の欄については、手書きで記入（１通以外は複写で可）し、

「９．（２）ケースレポートの証明」の指導医（症例の診断又は治療

について申請者を指導する者をいう。）署名の欄については、指導医

自身に記入（１通以外は複写で可）してもらうこと。これらの欄以外

については、文書作成ソフト等を用いて記載して構わないこと。 

オ ケースレポート記載欄について、家族歴、生活歴、既往歴、現病

歴、入院時現症及び状況、入院後の治療経過、考察等に分けて記載す

ること。なお、記載に当たって、罫線を引く必要はない。 
（新設） 
 
 
カ 当該欄において、医学用語・概念は、正確かつ一般的に通用するも

のを記載すること。また、用語として「痴呆」及び「精神分裂病」は

使用せず、それぞれ「認知症」及び「統合失調症」を用いること。 
⑵ 臨床記録としての留意事項 
ア 診断名は可能な限り明確に記載すること。 
 
イ 家族歴、生活歴及び既往歴は、疾患に関係あるものは明記し、それ

以外は簡潔に記載又は省略すること。 
ウ 入院にいたる経過、入院時の所見及び状態像については十分に記載

すること。 
エ 申請者が実際に診療に当たった入院期間を中心に、症状及び経過を

記載し、他の医師が担当した当該入院期間以前の期間の所見に関して



は、必要な事項のみを簡潔に記載すること。 
オ 入退院（入院形態の変更を含む。）の年月日は、現病歴中にも記載

すること。 
カ 行動、症状、所見等の記載は、カルテ記載に要求される水準と同程

度で記載すること。 
（削る） 
 
 
キ 教科書的・一般論的な記載は避け、担当医としての治療的かかわり

が明らかになるよう記載すること。問題となる点については、担当医

としての意見を記載すること。 
ク 長期経過例又は周期性発症例について、同様の内容を繰り返し詳述

する必要はないこと。 
ケ 症例の診療上、重要な所見・検査結果は漏れなく記載すること。他

方、あまり重要でない事柄は簡略に記載し、結果が正常な生化学・血

液・脳波所見、付随的な処方薬物等は省略して差し支えない。 
コ 慎重を要する治療手段（例えば、電気けいれん療法、大量又は多剤

の薬物療法等）をとった場合、当該手段を必要とする理由について記

載すること。 
サ 入院形態及び処遇に関する事柄について、精神医学的見解及び関連

する法の趣旨を踏まえて記載すること。入院によって得られた成果、

その限界等について言及することが望ましい。 
シ 退院又は他の入院形態に変更した場合は、その理由及びそれ以後の

治療方針についても記載すること。また、退院後又は担当終了後に知

り得た事柄及び予後についての考察も可能な限り記載することが望ま

しい。 
（削る） 
 

は、必要な事項のみを簡潔に記載すること。 
オ 入退院（入院形態の変更を含む。）の年月日は、ケースレポート記

載欄中にも記載すること。 
カ 行動、症状、所見等の記載は、カルテ記載に要求される水準と同水

準に適切であること。 
キ 主治医の判断に関する記載（具体的個性的表現を含む。）を盛り込

むこと（術語の列記や事実の具体的記述のみを記載するのは適切では

ない。）。 
（新設） 
 
 
ク 長期経過例又は周期性発症例について、同様の内容を繰り返し詳述

する必要はないこと。 
ケ 症例の診療上、意味ある所見・検査結果は漏れなく記載すること。

他方、あまり必要でない事柄は簡略に記載し、結果が正常な生化学・

血液・脳波所見、付随的な処方薬物等は省略して差し支えない。 
コ 慎重を要する治療手段（例えば、電気けいれん療法、大量又は多剤

の薬物療法等）をとった場合、当該手段を必要とする理由について記

載すること。 
（新設） 
 
 
（新設） 
 
 
 

⑶ 考察についての留意事項 
ア 教科書的又は一般論的な記載は避け、症例の特徴的又は個性的な点



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑶ その他 

次の症例については、次の点を記載することが望ましい。 
 

（削る） 
 
（削る） 

 
 
 
 
 
 
 

ア 症状性を含む器質性精神障害 原疾患とその経過、他科等における

診療歴及び必要な身体的所見。なお、老年期認知症については、病前

の社会歴、家族・親族の状況及び必要な身体的所見。 
イ 精神作用物質使用による精神及び行動の障害 依存形成の経過及び

必要な身体的所見 

に注目し、主治医としての治療的かかわりが明らかにされているこ

と。問題となる点については、主治医としての意見を記載すること。 
イ 入院形態及び処遇に関する事柄について記載すること。入院によっ

て得られた成果、その限界等について言及することが望ましい。 
ウ 退院又は他の入院形態に変更した場合は、その理由及びそれ以後の

治療方針についても記載すること。また、退院後又は主治医としての

役割終了後に知り得た事柄も可能な限り記載することが望ましい。こ

の場合、当該事柄を知り得た経緯についても記載することとし、退院

等の後、ケースレポート作成までにあまり時間が経過していない場合

にも、予後についての考察を記載することが望ましい。 
⑷ その他 

次の症例については、次に定めるところにより記載することが望まし

い。 
ア 中毒性精神障害 依存形成の経過及び必要な身体的所見を記載する

こと。 
イ 児童・思春期精神障害 生育歴、家庭内人間関係、学校等における

状況、思春期特有の心理及び発達的観点を記載すること。１⑵アに示

しているとおり、例えば、児童・思春期における統合失調症、中毒性

精神障害等の症例を、児童・思春期精神障害の症例として提出するこ

とは可能であるが、その場合には、これらの疾患の一般的記述を行う

だけでは不十分であり、当該症例における思春期特有の心性・家庭内

人間関係、学校等における問題点、発達過程での特記事項等を、個々

のケースに即して記載すること。 
ウ 症状性又は器質性精神障害 原疾患とその経過、他科等における診

療歴及び必要な身体的所見を記載すること。 
 
（新設） 
 



ウ 児童・思春期症例 生育歴、家庭内人間関係、学校等における状

況、思春期特有の心理及び発達的観点。１⑶アに示しているとおり、

例えば、児童・思春期における統合失調症、気分（感情）障害等の症

例を、児童・思春期精神障害の症例として提出することは可能である

が、その場合には、これらの疾患の一般的記述を行うだけでは不十分

であり、当該症例における思春期特有の心性・家庭内人間関係、学校

等における問題点、発達過程での特記事項等を、個々のケースに即し

て記載すること。 
（削る） 
 
 

３ 法制度を踏まえたレポートとしての留意事項について 
⑴ 措置入院 

措置入院に関する診断書を必ず参照し、事務取扱要領別添様式 3-1（ケ

ースレポート）に即して、【関係法規に定める手続きへの対応】のチェ

ック欄及び記載欄並びに本文に正確に記載すること。記載に当たっては

、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号。

以下「法」という。）上の用語を正確に用いること。なお、解除の見込

み、解除時の状態及び解除後の処遇形態についても記載することが望ま

しい。 
⑵ 医療保護入院 

事務取扱要領別添様式 3-1（ケースレポート）に即して、【関係法規に

定める手続きへの対応】のチェック欄及び記載欄並びに本文に正確に記

載すること。同意を得た者を必ず明記するとともに、医療保護入院の要

件を示すため、入院しない場合に予想される問題点、同意についての判

断能力又は現症上の問題点、任意入院に変更する見込み及び推定される

入院期間についても必要に応じて記載することが望ましい。 
① 平成 26 年３月 31 日以前に入院した症例を選択する場合 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
エ 老年期認知症 病前の社会歴、家族・親族の状況及び必要な身体的

所見を記載すること。 
 
３ 法制度を踏まえたレポートとしての留意事項について 

⑴ 措置入院 
措置入院に関する診断書を必ず参照し、措置入院の要件、申請、通報

の根拠規定、通報者、精神保健指定医による診療等について記載するこ

と。記載に当たっては、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和 25 年法律第 123 号。以下「法」という。）上の、申請、通報等の用語

を正確に用いること。なお、解除の見込み、解除時の状態及び解除後の

処遇形態についても記載することが望ましい。 
 

⑵ 医療保護入院 
同意者を必ず明記するとともに、医療保護入院の要件を示すため、任

意入院が不適切とされた理由、入院しない場合に予想される問題点、同

意についての判断能力又は現症上の問題点、任意入院その他の入院形態

に変更する見込み及び推定される入院期間についても必要に応じて記載

することが望ましい。 
 

① 平成 26 年３月 31 日以前に入院した症例を選択する場合 



医療保護入院のレポートとして認められるのは、経過中に平成 25年

改正前の法第 33条第１項による医療保護入院がなされた症例のみであ

る。 
       任意入院、措置入院等から医療保護入院に変更された場合、その理

由とともに同意を得た保護者についても必ず記載すること。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ② 平成 26年４月１日以後に入院した症例を選択する場合   
       医療保護入院のレポートとして認められるのは、経過中に法第 33 条

第１項又は第３項による医療保護入院がなされた症例のみである。 
任意入院、措置入院等から医療保護入院に変更された場合、その理由

法第 33 条第１項に基づく医療保護入院（法第 20 条に規定する保護

者（後見人又は保佐人、配偶者、親権を行う者若しくはこれら以外の

扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した者（以下「選任扶養義務

者」という。））の同意によるもの）であるのか、法第 33条第２項に

基づく医療保護入院（選任扶養義務者が選任されていない場合におけ

る扶養義務者の同意等によるもの）であるのかを明確に記載するこ

と。同意者と患者本人との続柄も必ず明記すること。なお、医療保護

入院のレポートとして認められるのは、経過中に法第 33 条第１項によ

る医療保護入院がなされた症例のみである。 
未成年者の医療保護入院については、父母が婚姻中の場合は、その

双方の同意が必要である。また、離婚等の場合は、父母のうち親権を

有する者の同意が必要である。この点を理解していることが明らかと

なるように記載すること。 
法第 33 条第２項に基づく医療保護入院の場合には、そのままでは４

週間を超えて入院させることはできないが、この間に保護者の選任等

がなされて法第 33 条第１項に基づく入院となった場合には、年月日と

併せてその旨を記載すること。 
       市町村長が保護者となった場合には、その理由、経緯（病院による

保護者の有無の調査等）等についても記載すること。 
       任意入院、措置入院等から医療保護入院に変更された場合、その理

由とともに同意者についても必ず記載すること。 
平成 26 年４月１日以後も医療保護入院を継続している場合、地域生

活への移行を促進するための措置（法 33条の４、33 条の５及び 33 条

の６）についても記載することが望ましい。 
  ② 平成 26年４月１日以後に入院した症例を選択する場合 

法第 33 条第１項に基づく医療保護入院（同条第２項に規定する家族

等（配偶者、親権を行う者、扶養義務者及び後見人又は保佐人）のう

ちいずれかの者の同意によるもの）であるのか、同条第３項に基づく



とともに同意者についても必ず記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 （削る） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑶ その他 

次の場合には、次の点について申請者が法制度を理解していることが

明瞭となるよう記載すること。 
ア 隔離又は身体的拘束が行われた場合 その理由、期間、告知の際の

状況 
 
イ 入院時の告知に際し、特記すべきことがあった場合 直ちに告知を

行うことができなかった場合の理由、その後の対応 

 

医療保護入院（市町村長の同意によるもの）であるのかを明確に記載

すること。同意者と患者本人との続柄も必ず明記すること。 
       市町村長が医療保護入院の同意者となった場合には、その理由、経

緯（病院による家族等の有無の調査等）等についても記載すること。 
       任意入院、措置入院等から医療保護入院に変更された場合、その理

由とともに同意者についても記載すること。 
地域生活への移行を促進するための措置（法 33条の４、33 条の５及

び 33 条の６）についても記載することが望ましい。 
⑶ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対する医療及び観察

等に関する法律（平成 15 年法律第 110 号。以下「医療観察法」という。

）による入院 
    ア 医療観察法第 42 条第１項第１号又は同法第 61 条第１項第１号に基

づく入院であることを明記し、申立て、決定等の用語を正確に用いる

こと。 
    イ 入院中の行動制限についてはその根拠規定と精神保健指定医の診察

について記載すること。 
    ウ 今後退院の許可の申立てを行う見込みについて考察を加え、申立て

を行った場合には申立時の状態、申立後の経過についても記載するこ

とが望ましい。 
⑷ その他 

次の場合には、次に定めるところにより申請者が法制度を理解してい

ることが明瞭となるよう記載すること。 
ア 隔離又は身体的拘束が行われた場合 その理由、期間、告知の際の

状況、告知に対する患者の反応、指導医との協議内容等について記載

すること。 
イ 入院時の告知に際し、患者の反応に特記すべきことがあった場合 

直ちに告知を行うことができなかった場合の理由、その後の対応等に

ついて記載すること。 



ウ 法第 38 条の４に基づく退院等の請求があった場合 請求の内容、病

院における対応の状況 

 

 

 

４ レポート提出に際しての留意事項について 

  （削る） 

 

 

 

 

 ⑴ 事務取扱要領別添様式 3-1（ケースレポート）の【関係法規に定める手

続きへの対応】については、「＜措置入院＞」、「＜医療保護入院

＞」、「＜緊急措置入院又は応急入院＞」、「＜任意入院＞」、「＜行

動制限＞」の項目に分かれているが、当該ケースレポートに関連の無い

項目は削除して提出すること。なお、削除は上記項目の単位で行うこと

とし、項目内の各事項及び記載の一部のみの削除はしないこと。 

 ⑵ 事務取扱要領別添様式 3-1（ケースレポート）の様式について、「＜

入院時の状況＞」、「＜入院時経過＞」の項目にあらかじめ記載されて

いる斜字体による注書き部分は、削除して提出すること。 

 

以 上 

ウ 法第 38 条の４に基づく退院等の請求、医療観察法第 50 条に基づく

退院の許可等の申立て又は同法第 95 条に基づく処遇改善の請求があっ

た場合 請求の内容、病院における対応の状況等について記述するこ

と。 

 

４ レポート提出等に際しての留意事項について 

ケースレポートの提出に際しては、その内容につき指導医の指導を十分

に受けること。医道審議会医師分科会精神保健指定医資格審査部会から不

適切との指摘を受けた場合には、指導医とともに指摘を受けた箇所だけで

なく、レポート全体についても十分協議・検討した上で、レポートの再提

出等に臨むこと。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

以 上 

 

 



各

都道府県精神保健福祉主管部局

指定都市精神保健福祉主管部局

地方厚生(支)局健康福祉課

一部改正

精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮にっいて

日頃より、精神保健福祉行政の推進にご尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。

今般、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 18第1項第3号の規定に

基づき精神保健指定医の指定申請時に提出することとしているケースレポート

の記述上の配慮について別添のとおり送付しますので、関係機関及び関係団体

に対して周知徹底方お取り計らい願います。

事務連絡

平成26年2月18日

事務連絡

令和元年5月2 8日

御中

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部精神・障害保健課



別添

はじめに

ケースレポートには患者本人の意思にかかわらない入院措置等に関わる指定医

の職務上必要とされる知識及び技能並びに精神科実務経験が反映されてぃなけれ

ぱならない。特に>患者の人権に配慮しながら適切な医療が提供されたことが読み

取れるものでなければならない。

ケースレポートの記載要領については、「精神保健指定医の新規申請等に係る事

務取扱要領の制定について」(平成 30年12月6日障発 1206 第3号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部長通知。以下「事務取扱要領」という。)に定めてぃる

ところであるが、以下の点について留意されたい

精神保健指定医申請時のケースレポート記述上の配慮にっいて

1 症例選択に係る留意事項について

①症状性を含む器質性精神障害

次の症例についてケースレポートを作成する場合には、次の点に留意するこ

と。

アてノVかノV 症状性又は器質性要因が明らかに認められるものであって、精

神症状による入院である旨を記載すること。

イ身体疾患、治療薬による精神症状(せん妄を含む)身体疾患治療薬(例え

ば、廖原病に対するステロイド、パーキンソン病に対する抗パーキンソン病

薬等。)により精神症状を発症した旨を記載すること。

ウ老年期認知症年齢的に初老期であっても、老年期にっながる疾患であれ

ば差し支えない。

②精神作用物質使用による精神及び行動の障害

精神作用物質の依存症を含むものに限る。

信) 18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者に係る症例(以下

「児童・思春期症例」という。)

次の症例についてケースレポートを作成する場合には、次の点に留意するこ

と。

ア診断名が小児(児童)期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害で

ない症例児童・思春期の心性を踏まえ、心理的発達の観点に立ちっつ症状

経過について記載すること。

イ 18 歳に達した患者を対象とする症例 18歳に達した日以後の最初の3月

31日以前から申請者が診療(外来を含む。)を開始し、継続して治療に当た

つている旨を記載すること。

0

2 レポート又は臨床記録としての留意事項について

①レポートとしての留意事項

ア原則として、文書作成ソフト等を用いて記載すること。やむを得ない場合

は手書きでも可とする。



イ用紙は、縦置き、横書きとし、文字の大きさは 12 ポイント、 1行の字数は

35~40 字程度、 1ページの行数は 35~40行程度とすること。手書きの場合

にも、 A4判、縦置き、横書きとし、明確な字体で記載司、ること。

ウケースレポート様式の表紙の「①申請者氏名」及びくケースレポートの証

明>の指導医署名の欄については、それぞれ申請者及び指導医本人が手書き

で署名すること。なお、原本の1通以外は複写で構わない。

工論旨を簡潔かつ明瞭に記載するよう心掛け、<入院時の状況>、く入院後

経過>を合わせて指定字数a200~2000字)以内とし、誤字(特に専門用語)

のないよう十分な注意を払うこと。

オ医学用語・概念は、正確かつ一般的に通用するものを使用すること。また、

用語として「痴呆」及び「精神分裂病」は使用せず、それぞれ「認知症」及

び「統合失調症」を用いること。

②臨床記録としての留意事項

ア診断名は可能な限り明確に記載すること。なお、副病名がない場合には、

副病名の欄については「なし」と記載すること。

イ家族歴、生育・生活歴及び既往歴は、疾患、に関係あるものは明記し、それ

以外は簡潔に記載又は省略すること。

ウ現病歴中の<入院前経過>、<入院時の状況>、<入院後経過>の所見及

び状態像については十分に記載すること。

工申請者が実際に診療に当たった入院期間を中心に、症状及び経過を記載し、

他の医師が担当した当該入院期間以前の期間の所見に関しては、必要な事項

のみを簡潔に記載すること。

オ入退院(入院形態の変更を含む。)の年月日は、現病歴中にも記載するこ

と。

力行動、症状、所見等の記載は、カルテ記載に要求される水準と同程度で記

載すること。

キ教科書的・一般論的な記載は避け、担当医としての治療的かかわりが明ら

かになるよう記載すること。問題となる点にっいては、担当医としての意見

を記載すること。

ク長期経過例又は周期性発症例について、同様の内容を繰り返し詳述する必

要はないこと。

ケ症例の診療上、重要な所見・検査結果は漏れなく記載すること。他方、あ

まり重要でない事柄は簡略に記載し、結果が正常な生化学・血液・脳波所見、

付随的な処方薬物等は省略して差し支えない。

コ慎重を要する治療手段(例えば、電気けいれノV療法、大量又は多剤の薬物

療法等)をとった場合、当該手段を必要とする理由にっいて記載すること。

サ入院形態及び処遇に関する事柄について、精神医学的見解及び関連する法

の趣旨を踏まえて記載すること。入院によって得られた成果、その限界等に

ついて言及することが望ましい。

シ退院又は他の入院形態に変更した場合は、その理由及びそれ以後の治療方

針についても記載すること。また、退院後又は担当終了後に知り得た事柄及



び予後についての考察も可能な限り記載することが望ましい。

③その他

次の症例については、次の点を記載することが望ましい。

ア症状性を含む器質陛精神障害原疾患、とその経過、他科等における診療歴

及び必要な身体的所見。なお、老年期認知症については、病前の社会歴、家

族・親族の状況及び必要な身体的所見。

イ精神作用物質使用による精神及び行動の障害依存形成の経過及び必要

な身体的所見

ウ児童・思春期症例生育歴、家庭内人間関係、学校等における状況、思春

期特有の心理及び発達的観点。 1(3)アに示しているとおり、例えば、児童・

思春期における統合失調症、気分(感情)障害等の症例を、児童・思春期精

神障害の症例として提出することは可能であるが、その場合には、これらの

疾患の一般的記述を行うだけでは不十分であり、当該症例における思春期特

有の心性・家庭内人間関係、学校等における問題点、発達過程での特記事項

等を、個々のケースに即して記載すること。

3 法制度を踏まえたレポートとしての留意事項にっいて

①措置入院

措置入院に関する診断書を必ず参照し、事務取扱要領別添様式 3-1(ケース

レポート)に即して、【関係法規に定める手続きへの対応】のチェック欄及び

記載欄並びに本文に正確に記載すること。記載に当たっては、精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号。以下 W却という。)上

の用語を正確に用いること。なお、解除の見込み、解除時の状態及び解除後の

処遇形態についても記載するととが望ましい。

②医療保護入院

事務取扱要領別添様式 3-1(ケースレポート)に即して、【関係法規に定め

る手続きへの対応】のチェック欄及び記載欄並びに本文に正確に記載すること。

同意を得た者を必ず明記するとともに、医療保護入院の要件を示すため、入院

しない場合に予想される問題点、同意についての判断能力又は現症上の問題点、

任意入院に変更する見込み及び推定される入院期間にっいても必要に応じて記

載することが望ましい。

①平成26年3月31日以前に入院した症例を選択する場合

医療保護入院のレポートとして認められるのは、経過中に平成 25年改正

前の法第33条第1項による医療保護入院がなされた症例のみである。

任意入院、措置入院等から医療保護入院に変更された場合、その理由とと

もに同意を得た保護者についても必ず記載すること。

②平成26年4月1日以後に入院した症例を選択する場合

医療保護入院のレポートとして認められるのは、経過中に法第 33 条第1

項又は第3項による医療保護入院がなされた症例のみである。

任意入院、措置入院等から医療保護入院に変更された場合、その理由とと

もに同意者についても必ず記載すること。



③その他

次の場合には、次の点について申請者が法制度を理解していることが明瞭と

なるよう記載すること。

ア隔離又は身体的拘束が行われた場合その理由、期間、告知の際の状況

イ入院時の告知に際し、特記すべきことがあった場合直ちに告知を行うこ

とができなかった場合の理由、その後の対応

ウ法第38条の4に基づく退院等の請求があった場合請求の内容、病院にお

ける対応の状況

4 レポート提出に際しての留意事項について

①事務取扱要領別添様式 3-1(ケースレポート)の【関係法規に定める手続き

への対応】については、「く措置入院>」、「く医療保護入院>」、「く緊急

措置入院又は応急入院>」、「く任意入院>」、「く行動制限>」の項目に分

かれているが、当該ケースレポートに関連の無い項目は削除して提出すること。

なお、削除は上記項目の単位で行うこととし、項目内の各事項及び記載の一部

のみの削除はしないこと。

②事務取扱要領別添様式3-1(ケースレポート)の様式にっいて、「く入院時

の状況>」、「く入院時経過>」の項目にあらかじめ記載されている斜字体に

よる注書き部分は、削除して提出すること。

以上




